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企業理念 

アルプスは人と地球に喜ばれる新たな価値を創造します。 

 
 

事業領域 

美しい電子部品を究めます。 
– 人とメディアの快適なコミュニケーションをめざして – 

経営姿勢 

行動指針 

1. 柔軟な思考と挑戦的行動で新しい価値を実現する。  
2. 美しい自然を守り、貴重な資源を大切にする。  
3. スピードある判断と実践でお客様の期待に応える。  
4. 世界のルールや文化の理解に努めフェアに行動する。  
5. 専門性を追究しプロフェッショナルな集団を志向する。  

  

企業ビジョン 

価値の追究

私たちは、新たな価値の創造を追究する経営をめざします。

地球との調和

私たちは、地球に優しく環境に調和する経営をめざします。

顧客との共生

私たちは、お客様から学び素早く応える経営をめざします。

公正な経営

私たちは、世界的な視点に立った公正な経営をめざします。

個の尊重

私たちは、社員の情熱を引き出し活かす経営をめざします。



 

  

企業ビジョン 

社訓 

アルプス電気の創業の精神である「社訓」は、創立10周年を機に定められました。 
理想とすべきものづくりのあり方や、果たすべき社会的責任、人にかける思いなどが謳われ、アルプスグループの企業活動

を推進する礎となっています。 

 
一、我々は親和を第一とし質実剛健の気風を尚ぶ。 

 
一、我々は品位ある製品を作り常に社会に奉仕することを忘れない。 

 
一、我々は創意工夫を重んじ技術の開拓と業務の熟達に努力する。 

 
一、我々は強い責任感を以って職責を全うし信用の蓄積を計る。 

 
一、我々は常に健康に留意し健全なる家庭を築き社業に全力を尽くす。 



アルプス電気は、「CSRは経営そのもの」であると考えています。 
創業時の精神を体現した社訓に「信用の蓄積」や「社会奉仕」が謳われており、長年にわたり経営の礎としてきました。

さらに、創立50周年を機に制定した企業理念には、「アルプスは人と地球に喜ばれる新たな価値を創造します。」を掲

げ、これを具現化する「５つの経営姿勢」を策定しました。事業活動とCSR活動を一体化して進め、経営姿勢を通じて

当社を取り巻くさまざまなステークホルダーの皆様の期待に応えるとともに、人と地球との共生の姿を探り続けていきます。 
  

5つの経営姿勢 

価値の追究

私たちは、新たな価値の創造を追究する経営をめざします。

地球との調和

私たちは、地球に優しく環境に調和する経営をめざします。

顧客との共生

私たちは、お客様から学び素早く応える経営をめざします。

公正な経営

私たちは、世界的な視点に立った公正な経営をめざします。

個の尊重

私たちは、社員の情熱を引き出し活かす経営をめざします。



 
アルプス電気は、「メカトロニクス技術」や「複合化技術」、「アナログ技術」

をベースに、高機能・高品質なデバイスと、それらを複合化したモジュール、

システム製品を生み出しています。そしてこれらの電子部品は「美しい電子

部品を究める」という普遍的な“ものづくり”の姿勢を通じてさまざまな価値

を創造しています。 
この「美しさ」には、Right（最適な）、Unique（独自性）、Green（環境に

やさしい）という3つの価値が含まれ、製品づくりに活かされています。Right
（最適な）ではデバイスの軽薄短小化や高次元化を重視した技術の深耕

をはかり、外観や雰囲気、価格、機能、性能、品質のトータルなバランス

を。またUnique（独自性）では、当社の独自の価値が組み込まれた製品

全体のコンセプトが醸し出す品位を。さらにGreen（環境にやさしい）では、

最終製品の省電力化や高効率エネルギーを実現する「グリーンデバイス」

への対応や、リサイクルのしやすさなど製品ライフサイクル全体への配慮を、

それぞれ「美しさ」と定めて追究しています 
こうした価値の追究には、つねにマーケットインの視点が不可欠です。お客

様と深く付き合い、機器全体の開発思想を分かち合いながら一緒に夢を

形にする、届けるユーザーを思い描き、そこで部品が果たすべき役割を見

定めて技術・製品を開発する姿勢こそ、価値を具現化する力の源泉と考

えています。  
  

取締役

技術・品質担当

  

価値の追究 



低炭素社会の実現に向けた価値の創造

アルプス電気は低炭素社会の実現に向けて、全社を挙げてグリーンデバイス事業に取り組んでいます。その一環として、

高効率電力変換デバイスの開発・応用と、小型電力制御デバイスの開発を推進するため、2010年5月17日に（株）産

業革新機構（INCJ）と「アルプス・グリーンデバイス（株）」を設立しました。磁性粉末材料「リカロイ™」と薄膜プロセス技術

を応用し、電力ロスを抑えた独自のリアクトルやパワーインダクタを開発。また、ＨＶ（ハイブリッド車）/ＥＶ（電気自動車）や

スマートメータの本格化に向けた、独自構造の小型電流センサを提供します。新会社ではオープンイノベーションを積極

的に推進するなど、アルプス電気グループ全体でグリーンデバイスにおける世界標準の獲得を目指していきます。  

新たな価値の創造 

エレクトロニクス業界は市場の変化が速く、常に新しい電子部品を開発し、提案していくことが求められます。お客様から

のご要望はさまざまですが、特に重要視されるのは「安定した品質」。もちろん、市場の変化に対応していくために開発期

間を短縮することは必須です。しかし、製品設計や検査に充分な時間を取れず、品質が低下して異常品が流出してし

まっては意味がありません。 
そこでアルプス電気では、2002年度から「一発完動」をキーワードに、開発の仕方を革新しています。「一発完動」とは、

どの製品も一発で完全に動くこと、すなわち品質にバラツキのない製品を提供することです。そのために、品質工学などを

活用したさまざまな手法を取り入れています。 
まずは、ニーズの先取りです。QFD（品質機能展開）を用いてお客様のニーズとシーズを調査し、「今後必ず求められてい

く製品」の企画を練り上げていきます。続いて、IT技術の徹底活用。3D-CAD（3次元設計）やCAE（コンピュータ解析）

を使ってデジタルデータ上で製品の機能や品質を作り込み、試作・試験にかかる時間やコストを抑えます。そして、製品

評価の早期実施。開発の早い段階からQE（品質工学）を活用して品質を検証することで、異常品の流出を予防しま

す。 
これらの手法の導入によって、確かな品質の製品を迅速に提供できるようになっただけでなく、市場のニーズを先取りした

製品提案も可能になりました。今後も、より短期間で品質の安定した製品を提供できるよう、取り組みの定着化に努め

ていきます。 

  

価値の追究 

新たな価値の創造 

 



取り組み事例 

 

オフラインでの機能性評価 

製品を量産する前の最終段階では、品質保証部による製品

の評価を行っています。そこでは品質にバラツキがないか、お客

様にご迷惑をかけることがないかを、最短で確実に判定する必

要があります。より正確を期すために、アルプス電気では製品仕

様書との整合性を評価する従来の「スペック評価」という方法に

替わって、機能の安定性を評価する「機能性評価」を導入しま

した。これによって、お客様の本来の用途に即した評価が可能

になったと同時に、評価の所要時間も従来の1／3以下に短縮

されています。 

  

専用装置を使用して機能の安定性を評価 

金型の一発完動の実現 

これまでの金型製造は、試作を繰り返して少しずつ修正を加え

ていくという工程を踏むのが主流でした。現在はその過程で発

生するコストを抑えるため、「一発完動」という考え方に基づいた

作業工程を組み立てています。 加工精度を高めつつ、デジタル

データによる設計、CAE（コンピュータ解析）の活用、製品の開

発段階からQE（品質工学）による機能の安定性の検証、新し

い金型認定方式などを取り入れています。その結果、製造期

間が短縮されただけでなく、品質も大幅に向上するなどの成果

がでています。 

  

 

金型部品の研削加工 



  

  

製品開発期間の短縮と機能安定化の実現 

アルプス電気の主力製品の一つであるスイッチ。市場の変化が

早く、お客様の要望に常に応えていくためには、すみやかで的確

な製品開発と小型化・高精度化技術が不可欠です。この課

題に対し、当社は「DM（デジタル・マニュファクチュアリング）活

動」という独自の手法を用いて取り組んでいます。DM活動と

は、市場が求める機能を想定して製品を設計し、シミュレーショ

ンを重ねて機能の安定性を高めていく手法です。これを、設計

段階から生産体制の準備、量産までのすべての開発プロセスに

適用します。これにより開発にかかる期間が従来よりも大幅に

短縮され、機能の安定した製品を迅速に提供することが可能

になりました。 

  

スイッチの3D-CAD図面 



  

お客様のニーズに応える製品の開発

現在の私たちの生活の中で、テレビ、携帯電話などの放送や通信にさまざまな電波が使われ、私たちの身の回りを飛び

交っています。飛び交う電波同士が干渉し合い、機器間で正常なデータが受信できなくなるなどの、通信障害を起こす

電波をノイズといいますが、このノイズは、携帯電話など、デジタル機器自体の内部においても発生します。こうしたデジタ

ル機器内のノイズ対策としてアルプス電気は、磁性材料の研究・開発に取り組みをとおして培った固有技術を活かし、

「ノイズ抑制用磁性シート リカロイ™」を開発しました。 
また、ノイズ抑制用途以外にも、“電波を効率よく集める”目的にも磁性シートは活躍しています。「RFID用磁性シート 

リカロイ™」は、「Suica®」(※1) などの非接触IC カードや「おサイフケータイ®」(※2)などに使われているRFIDシステムにお

いて、電波を効率よく集め、アンテナの感度を向上させ、通信状態の安定化に貢献しています。 
また最近では、集積回路部品の高速・高性能化に伴い、熱の問題も避けられず、熱とノイズを同時に対策する｢熱伝

導磁性シート リカロイ™｣をラインアップに加えました。今後も固有技術を活かし、磁性材料の応用製品の開発を重ね、

新たな素材でデジタル社会を支えていきます。 

(※1) Suica®は東日本旅客鉄道（株）の登録商標です。 
(※2) おサイフケータイ®は（株）NTTドコモの登録商標です。 

  

 
  

価値の追究 

美しい電子部品の追究 

アルプス電気は「美しい電子部品を究める」ことを通じて、人と社会を豊かに、そして便利にする新しい価値を追究してい

ます。私たちの暮らしに欠かせないものとなっている電気・電子機器。その高性能化、多機能化、コンパクト化を支えてい

るのが、機械の内側でさまざまな役割を担う電子部品です。アルプス電気の電子部品は、自動車や家電製品、携帯電

話、パソコン、プリンタ、ゲーム機など、あらゆる商品に搭載され、利便性と安全性を両立した豊かな暮らしづくりに貢献し

ています。 

 



「CEATEC JAPAN 2009」 

アルプス電気は、電子機器関連の展示会「CEATEC 
JAPAN」に出展しています。実際の製品に触れることで当社の

製品や技術力をご理解いただくと同時に、その場で頂いたお客

様の声を、新たな価値の創造に生かしています。 
2009年度は「快適なユーザーインタフェースを実現する製品・ソ

リューション」のコンセプトのもと、「操る」「結ぶ」「彩る」「感じる」

「伝える」の5つのカテゴリ別に製品を展示しました。 
「伝える」では、人体を通信媒体として利用する「電界通信」の

デモンストレーションを実施し、近未来のコミュニケーションスタイ

ルを提案しました。また、低炭素社会の実現に向けた「グリーン

デバイス」として、ハイブリッド及び電気自動車向けリアトルク、2
次電池向け新型電流センサなどを紹介しました。ご来場頂いたお客様より数多くの貴重な声を頂いたと同時に、当社の

コア技術や製品の価値を広く伝えることができました。 
  

 
当社のコア技術や製品の価値を伝えると共にお客様より貴重な声を頂く 

  

CEATEC JAPAN 2009当社展示ブース 

  

 



ものづくりを本業とするアルプス電気にとって、環境保全活動は、CSRの中

でもきわめて重要な責務です。当社はこれまでも「美しい電子部品」の条

件にGreen（環境にやさしい）を掲げ、エネルギー効率や材料効率の高

い“軽薄短小”の部品づくり、生産工程での省エネ活動やゼロエミッションな

どに積極的に取り組んできました。同時に、環境保全中期行動計画を推

進し、従来の個別の活動を統一することで、より効率的、効果的な環境

負荷の低減を実現しています。 
世界中で事業を展開する当社は、「宇宙船地球号」の一員として存在を

認められる企業でなければなりません。良識ある地球市民としての存在価

値を向上させていくため、今後もアルプスグループ全体でグローバルに事業

活動と環境活動を一体化させ、環境調和型の経営を推進していきます。 
更に今後は、社員の家庭生活においても、環境に配慮したライフスタイル

を浸透させたいと考えています。当社のグループ社員の家族を合わせれ

ば、約10万人以上の環境効果が期待できます。「地球との調和」の実現

は、社員一人ひとりの環境意識と行動にかかっているのです。 常務取締役

管理本部長

  

地球との調和 



アルプス電気は「宇宙船地球号」の一員として、環

境問題を重大な経営課題の一つと考えています。

積極的かつ予防的な環境保全活動に取り組むた

めに、1994年に環境憲章を定めるとともに中期計

画を策定し、全社的に活動してきました。 
現在はこれを更に発展させ、グローバルな体制の

構築、「美しい電子部品」の要素の一つである

「Green」すなわち環境負荷の低い製品の提供、

事業活動における環境負荷低減を進めていま

す。 

  

環境マネジメントシステム 

当社では環境マネジメントシステムの国際規格ISO14001を、

環境経営にとって重要なツールと捉えています。国内外全ての

生産事業所で認証取得を完了し、認証を取得した事業所

は、ISO14001の規格に則り、内部環境監査を年に1回以上

実施しています。 
また、1994年に環境保全中期行動計画を開始して以来、3
年ごとに中期計画を策定し、更に拠点ごとに個別の計画を策

定・実行しています。2009年度からは、第6次環境保全中期

行動計画に基づき活動しています。 

  

第三者審査の様子 

法令の順守 

各国で定められた環境関連の法規制よりも、更に厳しい自主基準を設けて順守に努めています。2009年度は環境関

連の罰金・訴訟・事故はありませんでした。しかし、角田工場において騒音に関する近隣住民からの苦情が2件あり、こ

れについては適切に対応しています。 

  

地球との調和 

環境経営の推進 

 



環境経営の推進体制 

環境経営に関する方針、施策は、各拠点の代表者からなる「環境推進会議」で審議・検討を行い、環境担当役員に

より決定されます。決定された方針・施策は、国内では環境推進会議で展開され、海外では海外現地法人の責任者

及び環境管理責任者によって推進されています。環境推進会議を主催するCSR部は環境担当役員の下に置かれ、

全社環境施策の立案、情報収集などを通じて環境経営を推進しています。更にCSR部の下には、温暖化対策や廃

棄物などの個別課題について検討する「ワーキンググループ」を設置しています。 

環境経営推進体制図（2010年6月現在） 

  

環境教育 

2008年4月より地球温暖化をテーマに、社内イントラネットを利

用した「eラーニング」を開始しました。また、新入社員や新任マ

ネージャーなどに対し、本社にて社員の職能資格に応じた環境

教育を実施しています。各工場では、社員の業務内容に合わ

せた環境教育や、内部環境監査員研修などの専門教育を実

施。この他に、海外生産拠点では国や地域の法規制や慣習

に沿った、実効性の高い教育を事業所ごとに実施しています。 

  

新任マネージャーに対して環境教育を実施 

 



社内イントラネット掲示板による環境啓発活動

社内イントラネットの掲示坂で、環境問題に関してテスト形式で学んでいく、「MOTTAINAI」という環境啓発活動を行っ

ています。実際にLED電球や電球型蛍光灯に付け替えした経験や効果などの身近な題材をテーマにした穴埋め問題

を解きながら、環境について考え、活動に結びつけていくことを目的としています。 

 
日本国内社員向けの「MOTTAINAI」問題例 

  

社内報などでの情報発信 

毎月発行される社内報で、国内の全生産拠点の月々のCO2

総排出量や原単位の掲載を2008年の4月から始めています。

こうした環境保全に関する情報を常に社員へ発信することによ

り、社員の環境への気付きを促しています。 
また、アルプスグループ各社社員へ配布するグループ報「アルプ

ス」では、「チャレンジ25キャンペーン」への参加を勧めたり、エコ

検定に合格した社員の話などを紹介するなどの環境に関する

話題提供を行っています。更に、家庭で排出するCO2の量をチ

ェックできる「環境家計簿」をグループ社員に提供し、社員の意

識向上を図っています。 

  

社内報に国内全生産拠点の月々のCO2排出量及び原単位を掲載 

  

 



(※1) 環境コストについては、環境保全を主目的とした投資・費用のみを全額集計し、按分集計は行っていません 
(※2) 投資額は、設備投資額、リース費総額の合計 
(※3) 費用額は、維持管理費、減価償却費、当期リース費の合計 

  

分類 主な内容
投資額 費用額

'08 '09 '08 '09

事業エリア内コスト
公害防止 
温暖化対策

413.2 41.6 380.1 288.4

上下流コスト
グリーン調達、化学物質 
管理データベース

17.2 0.0 159.3 82.8

管理活動コスト ISO14001認証の維持 0.0 0.0 143.1 110.4

研究開発コスト － 0.0 0.0 21.3 12.0

社会活動コスト 地域清掃活動 0.0 0.0 12.4 5.8

環境損傷コスト 土壌・地下水浄化 2.5 0.0 1.7 20.6

その他コスト － 0.0 0.0 0.0 0.0

合計  432.8 41.6 717.8 520.1

※経済効果は、分別回収によってリサイクルされた排出物の売上金及び省エネルギーによって節減した電気・燃料などの経費であり、みなし効果は含めていません

  

分類
金額

'08 '09

有価物売却益 951.0 522.0

省エネルギーによる経費削減 110.2 213.8

合計 1061.2 735.8

  

地球との調和 

環境会計 

2000年度より、環境省のガイドラインを参考に環境会計（※1）を導入し、環境コストと経済効果を把握しています。 
2009年度の費用額、投資額は、ともに2008年度と比較して経済状況などにより減少しました。経済効果については、

生産変動による有価物量の減少と素材市場の急落により、2008年度に比べ有価物の売却益が減少しましたが、省エ

ネの効果については取り組みが進み増加しています。 

（※1）環境会計：持続可能な社会の構築に向けて、企業が環境業績向上に要した費用を明確にするため、会計として計算したもの。 



 

  

  

地球との調和 

環境負荷の全体像 

アルプス電気では、2000年度から物質収支の報告を始め、2003年度からは海外の情報も加えています。ただし海外に

ついては情報収集体制の未整備などにより、日本国内に比べて一部のデータの把握が遅れています。海外における環

境負荷は、生産の拡大に伴いINPUT、OUTPUTともに増加しており、アルプス電気グローバルに占める割合も上昇して

います。 
今後、海外におけるパフォーマンスデータの収集体制を整備し、情報を活用しながら環境負荷の低減を進めていきます。



各工場ごとの物質収支 

購入した電力の二酸化炭素換算係数はGHGプロトコルの係数を用いています。 

  

地球との調和 

物質収支の詳細（サイトレポート） 

国内主要拠点
電気 

(万kWh)

燃料 
(原油換算) 

(kL)

CO2 
排出量 

(t)

市水 
使用量 

(t)

廃棄物 
排出量 

(t)

VOC大気

排出量 
(t)

古川工場 1,918 598 10,275 91,717 1,141 19

涌谷工場 1,536 278 7,703 24,529 826 12

角田工場 1,454 420 7,701 47,711 1,037 1

北原工場 506 22 2,345 9,301 93 0

長岡工場 3,353 405 16,259 214,482 440 44

相馬工場 595 68 2,865 17,499 248 1

小名浜工場 425 27 1,996 18,387 142 2

平工場 642 302 3,693 19,655 271 3

仙台開発センター 254 301 1,747 20,549 21 0

本社 217 4 989 10,792 64 0

合計 10,900 2,424 55,574 474,622 4,284 81

海外生産拠点
電気 

(万kWh)

燃料 
(原油換算) 

(kL)

CO2 
排出量 

(t)

水使用量 
(t)

廃棄物 
排出量 

(t)

韓国アルプス 1,745 183 7,022 15,707 1,158

アルプス・マレーシア 2,934 92 12,621 310,398 1,394

丹東アルプス 277 53 2,326 30,264 59

大連アルプス 2,340 107 18,732 72,890 2,641

天津アルプス 1,278 69 10,262 80,553 198

上海アルプス 239 3 1,891 18,656 12

無錫アルプス 2,675 168 21,533 161,300 927

寧波アルプス 1,548 156 12,621 76,752 416

アルプス・アイルランド 505 109 2,892 4,441 351

アルプス・U.K. 43 21 296 1,713 1

アルプス・ヨーロッパ ドルトムント工場 391 224 1,972 2,419 306

アルプス・チェコ 331 127 2,049 4,142 222

アルコム・エレクトロニクス 1,692 34 8,817 18,654 725

合計 15,998 1,346 103,031 797,889 8,409



PRTR法対象物質データ 

 

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

無機シアン化合物 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0

ニッケル 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0

ニッケル化合物 0.5 0.0 0.0 0.0 0.0

銀及びその水溶性化合物 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0

鉛及びその化合物 1.8 0.0 0.0 0.0 0.0

キシレン 0.7 0.5 0.0 0.0 0.2

トルエン 6.7 5.1 0.0 0.0 1.6

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

無機シアン化合物 1.6 0.0 0.0 0.0 0.2

ニッケル 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0

ニッケル化合物 0.6 0.0 0.0 0.0 0.1

銀及びその水溶性化合物 2.4 0.0 0.0 0.0 0.1

鉛及びその化合物 0.3 0.0 0.0 0.0 0.0

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

トルエン 27.4 27.4 0.0 0.0 0.0

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

トルエン 0.1 0.1 0.0 0.0 0.1

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

銀及びその水溶性化合物 0.7 0.0 0.0 0.0 0.0



  

角田工場、仙台開発センター、本社は該当なし 

  

  

項目 取扱量
排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

銀及びその水溶性化合物 1.7 0.0 0.0 0.0 0.7



 

地球との調和 

環境保全中期行動計画 

環境経営の実現に向けて 

アルプス電気では、「第6次環境保全中期行動計画」として、温室効果ガスや廃棄物の削減、化学物質管理などの取

り組みに対し、具体的な数値目標を掲げて活動しています。 
2009年度はこの計画の初年度に当たりますが、中期経営計画との整合を取るために計画の終了年度を2011年から

2012年に変更しました。それに伴い一部の目標値を変更しています。また、計画の中で2009年度中に新たに設定する

ことになっていた目標についても追加しています。 
事業所から排出されるCO2については、排出量の減少傾向は続いていますが、原単位は悪化したままです。他の目標

については概ね改善傾向です。 
 

マネジメント 環境経営の実現のために、組織体制を構築するとともに社員一人ひとりの環境マインドを向上させる 

自己評価 ：達成 ：一部未達成 ：未達成

取り組み項目 行動目標（2009～ 2012年度） 2009年度の活動実績
2009年度 

の自己評価

環境マネジメントシステム 海外生産拠点との連携強化を行い、目標を

共有化する。

海外拠点との活動項目の共有化

環境リスクへの対応 国内事業所は現在の体制を維持する。 環境リスクマップデータの更新

海外事業所の環境リスクを把握し、低減を行

う。

海外拠点の調査準備

環境効率 環境効率指標の検討、導入 環境効率指標の調査活動を実施

環境コミュニケーション (1)報告書の定期的な発行 (1)CSRレポート(WEB版)を発行(2009年6

月)

(2)インターネットを用いた情報発信 (2)ホームページによる情報発信

(3)事業所環境情報の公開の推進 (3)情報公開項目の検討中

環境教育 (1)体系的な環境教育の推進 (1)新入社員、新任マネージャー教育を実施

(2)家庭への啓発活動の推進 (2)社報、社内誌、イントラネットなどで啓発

活動を実施

(3)グローバル環境教育の検討、実施 (3)教育内容の検討中

環境会計 環境会計の定着化、集計範囲の拡大 コスト、効果の集計を実施



 

製品における取り組み 製品の開発・設計段階から環境に配慮することにより製品の環境負荷を低減する 

自己評価 ：達成 ：一部未達成 ：未達成

取り組み項目 行動目標（2009～ 2012年度） 2009年度の活動実績
2009年度 

の自己評価

環境配慮設計 (1)LCAの推進 (1)実施要領の発行、事例研究の実施、デ

ータ公開

(2)環境負荷効率の検討、試行 (2)環境効率指標の調査活動を実施

含有化学物質管理 (1)化学物質の新たな管理体制の構築 (1)管理体制を構築中

(2)含有禁止物質の不使用状態の維持 (2)コンプライアンス確保を確実に実行するた

めの社内の管理体制整備と環境負荷物質

管理基準の改定実施

(3)環境負荷物質の削減 (3)適用除外項目に対する代替技術情報の

把握と調達実施

グリーン調達 グリーン調達の深耕 「アルプス・グリーン調達基準」の改訂及び伝

達



 

事業所における取り組み 生産活動やオフィスから生じる環境負荷を低減する 

取り組み項目 行動目標（2009～ 2012年度） 2009年度の活動実績
2009年度 

の自己評価

地球温暖化防止 (1)温室効果ガスの排出抑制 

2008～2012年(5年間)の平均で温室

効果ガス排出量を1990年比で20%削

減する。(日本)

(1)二酸化炭素排出量 62,365 t 

1990年度比 43.0%減(改善) 

2008年度比 1.7%減(改善)

 

(2)二酸化炭素排出量の削減 

エネルギー消費にともなう二酸化炭素の

2012年度の排出量を2007年度に比べ

て生産高原単位で5%削減する。(日

本)

(2)二酸化炭素排出量(生産高原単位) 63.7t/

億円 

2007年度比 14.9%増(悪化) 

2008年度比 3.7%増(悪化)

(3)二酸化炭素排出量の削減 

エネルギー消費にともなう二酸化炭素排

出量の改善(削減)を毎年前年度比1%

行う。(日本)

(3)二酸化炭素削減量 499t 

2008年度比 0.79%

(4)海外拠点におけるエネルギーの削減 

エネルギー消費にともなう二酸化炭素の

2012年度の排出量削減目標を拠点毎

に設定し、実行する。

(4)各拠点で目標値を設定  

(5)二酸化炭素を除く温室効果ガスの

排出 

抑制二酸化炭素を除く温室効果ガスの

排出量は2007年度の排出レベルで抑

制する。(日本)

(5)温室効果ガス排出量(二酸化炭素除く)は二

酸化炭素換算で1500～2000トンで推移 

 

資源循環 (1)ゼロエミッションの維持・向上 

2012年度の廃棄物の再資源化率を

98%とする。(日本) 

2012年度の廃棄物再資源化率目標を

拠点毎に設定し、実行する。(グローバ

ル)

(1)(日本)再資源化率 96.9% 

2008年度比 1.2%増(改善)
 

(グローバル)各拠点で目標値を設定  

(2)総排出量の削減 

2012年度の廃棄物総排出量を2007

年度に比べて生産高原単位で3%削減

する。(日本)

(2)廃棄物総排出量(生産高原単位) 4.40t/億

円 

2007年度比 10.2%減(改善) 

2008年度比 16.4%減(改善)

 

(3)電子マニフェストの推進 

電子マニフェストの利用を推進する。(日

本)

(3)マニフェストの電子化率 53.2% 

2008年度比 39.6%増(改善)
 

(4)紙使用の削減 

2012年度の紙使用量を2007年度に比

べて10%削減する。(日本) 

2012年度の紙使用量の削減目標を拠

点毎に設定し、実行する。(グローバル)

(4)(日本)紙使用量 50.8t 

2007年度比 38.2%減(改善) 

2008年度比 31.6%減(改善)

 

(グローバル)各拠点で目標値を設定  

(5)水使用量の削減 

2012年度の水使用量を2007年度に比

べて13%削減する。(日本)

(5)水使用量 482,476t 

2007年度比 27.5%減(改善) 

2008年度比 9.9%減(改善)

 



  

事業所における取り組み 生産活動やオフィスから生じる環境負荷を低減する 

自己評価 ：達成 ：一部未達成 ：未達成

取り組み項目 行動目標（2009～ 2012年度） 2009年度の活動実績
2009年度 

の自己評価

化学物質管理と排出削減 (1)化学物質の適正管理 

化学物質の適正管理を推進し、汚染の

リスクを低減する。

(1)緊急時のリスク把握、漏洩防止のための施

設の設置及び訓練の実施 

 

(2)VOC排出量の削減 

2010年度のVOC排出量を2000年度

に比べて30%削減する。(日本) 

2012年度のVOC排出量目標を拠点

毎に設定し、実行する。(グローバル)

(2)(日本)VOC排出量 81t 

2000年度比 84.2%減(改善) 

2008年度比 81.8%増(悪化)

 

(グローバル)各拠点で目標値を設定  

(3)PRTR法第1種指定化学物質の削

減 

2012年度のPRTR法第1種指定化学

物質の環境への排出量削減目標を拠

点毎に設定し、実行する。(日本・グロー

バル)

(3)(日本、グローバル)各拠点で目標値を設定  

グリーン購入 (1)事務用品のグリーン購入の推進 (1)本社、各事業所で事務用品のグリーン購入

を推進

(2)社有車のグリーン購入の推進 (2)新規購入・リースではエコカーを購入

物流対策 環境に配慮した物流を推進する。 梱包廃棄物の削減、輸送効率化の実施

緑化 緑化を推進する。 各事業所で植樹活動を実施

生物多様性 生物多様性に関し「学ぶ」「知らせる」

「為す」の3つのステップで進める。(日本)

目標を設定

地域社会との関係強化 地域に対する社会貢献活動を推進す

る。

各事業所で周辺の清掃活動を実施



ライフサイクルアセスメントを導入したものづくり

環境負荷を考慮した製品設計を行うことは、製造業では欠かせない取り組みになっています。当社では、製品アセスメン

ト(※1)の一つの手法として、2005年度から各ライフサイクルステージにおける環境負荷を洗い出し、評価項目を設定して

総合的な視点で判断する「LCA（ライフサイクルアセスメント）」を導入しています。現在は構成部材と自社の製造工程に

ついて評価を行なっており、更に継続的に実施するための仕組みを検討しています。  

(※1) 製品アセスメント：製品の開発段階で、その製品の環境負荷をあらかじめ評価し、その軽減措置を製品の中に作り込む手法。 

  
SMDタイプタクトスイッチ® 新旧機種ＬＣＡ比較 

 

 
 

製品 第1世代 第2世代 第3世代

製品写真

量産開始年 1987年 1991年 2009年

重量 0.24g 0.09g 0.0055g

地球との調和 

環境負荷の少ない製品づくり 

近年、環境負荷に関連する要求はますます多様化し、使用する素材やリサイクル方法など、柔軟な対応が必要となっ

ています。アルプス電気では特に、製品に含有する規制化学物質の使用削減、小型化による資源の有効活用、消費

電力の削減による温暖化対応などを重視した考え方を製品アセスメントに取り入れています。新たな規制に対しても素

早く対応できるよう、取り組みを進めています。そのほかに新会社（アルプス・グリーンデバイス株式会社）を設立し、低炭

素社会実現に貢献するための電力変換機器および電力制御機器開発を行っています。 

 

 



グローバルでの製品含有化学物質の管理

近年、製品に含有される化学物質について、法規制やお客様からなど、社会的要請がますます厳しくなっています。 
アルプス電気では、有害な化学物質を使用しない製品設計を進めています。更に材料・部品の調達から製品の組み立

て加工・出荷までのプロセスでも有害な物質を排除するために、グローバルでの管理体制を導入しています。 
例えば、サプライヤーから納入する部材については、化学物質含有情報を入手してデータベース管理を行っています。こ

のデータベースは国内外の全拠点から閲覧でき、設計・受入検査・製造・出荷の各段階にて法規制への適合を確認

し、お客様へのタイムリーな情報提供にも活用しています。 

  

REACH規則への対応 

2007年に施行されたEUの「REACH規則」は、化学物質に関

する、登録、届出、情報伝達等を要求しています。アルプス電

気は、このREACH規則に確実に対応していくために、登録対

象物質の有無、届出対象物質の有無についての調査を完了

しています（2010年3月現在）。また、化学物質の製品含有情

報伝達についても、社内に専門組織を設けて対応しています。

さらに、2006年度より「アーティクルマネジメント推進協議会

（JAMP）」に参画し、国内の業界の枠を超えたサプライチェーン

全体で、製品含有化学物質情報を共有するための仕組みづく

りに取り組んでいます。 

  

化学物質の製品含有情報伝達シート 

グリーン調達の推進

安全で環境に配慮した製品を供給するため、管理体制の整っ

ているサプライヤーから有害物質を含まない原材料・部品を調

達するグリーン調達を進めています。当社基準の「グリーン調達

基準書」をサプライヤーに提示し、各社の環境への取り組みを

評価する「環境企業評価」と、原材料・部品に当社指定禁止

物質が含まれていないことを確認する「部材評価」を実施してい

ます。 
また、インターネットを使用した「アルプス・グリーン調達システム」

をグローバルに展開し、「環境企業評価」と「部材評価」のデー

タを共有・活用しています。 
 

  

日本語、英語、中国語版を作成し、グローバルに展開 

 



地球にやさしい物流の促進 

当社では物流における環境負荷を低減するため、アルプスグル

ープの基幹会社であるアルプス物流と協力し、「地球にやさしい

物流の促進」に貢献しています。 
具体的な取り組みとしては、繰り返し利用可能な「通い箱」を

利用したり、近距離輸送の荷崩れ防止用ラッピングフィルムを

廃止するなどして、廃棄物の削減に力を入れています。また、

梱包箱を標準化し、納入ルートを随時見直すことで輸送効率

を向上し、ガソリンの消費削減にも取り組んでいます。他にも、

輸送の際にJRの鉄道コンテナを活用する「モーダルシフト」を実

施することで、トラック輸送を減らし、CO2排出量の大幅な削減

を実現しています。更に、トラックを使用する場合でもエコドライ

ブを促進するため、「エコドライブ10カ条」を作成し、作業時の基

準として掲げています。 

  

通い箱（トラックに積み込まれているグレーの箱）を活用 

モーダルシフトで使用しているJRの鉄道コンテナ 

  



 

地球との調和 

地球温暖化の防止 

アルプス電気では、CO2排出量の削減を行うために高効率機器の導入、省エネ型の生産設備への改善などのハード面

を改善するとともに、コンプレッサーや空調機器などの運転方法改善や、定期的な省エネ巡回活動による意識付けを行

っています。 
2009年度のCO2排出量は62,365トンで、前年度から引き続き削減できていますが、原単位は分母となる生産金額の

変動による影響により悪化しました。  

  



  

各拠点での取り組み 

私たちは、CO2排出削減のために、環境管理責任者と各部門の省エネ推進ス

タッフによる定期的な会議開催を行っています。この活動を通して、エネルギー活

動の共有化や、省エネパトロール実施により職場の改善を図り、必要な場所で

必要な時、必要なエネルギーの効率的なエネルギー利用を心掛け活動を行って

います。今後も、省エネを考慮した施設の設置や省エネ機器の導入などCO2排

出を抑えるための改善活動を進めるほか、太陽光発電などの自然エネルギーの

有効活用も検討し、地球温暖化の防止を推進して行きます。 

  
 

古川工場 

古川工場(宮城県)は、工場棟系・事務棟系及び情報センター系の3系統の電力供給を電力会社から受けていま

す。2009年度から、事業再編により3事業本部が集結し、工場棟電力と共に事務棟(技術・評価)電力の使用比

率がより高くなっています。 そのため、効率的なエネルギー利用として、外気取入れにより空調負荷の削減コンプレッ

サーの台数制御、高効率補助金対象ボイラーの導入などを実施し、さらに休日夜間に稼動しない設備の電源オフ

徹底、広告塔や駐車場照明の休日消灯を行っています。 また、建物の断熱化や熱反射窓フィルムの設置、窓際

緑化による空調負荷の低減を進めています。 
  

MMP事業本部 
古川総務課 

角田 信二 
 

本社 

本社ビル(東京都)は、2007年から建て替えを進め、2010
年4月に竣工しました。完成した新本社ビルはビルエネルギ

ー管理システム(BEMS)を導入して「見える化」を進める一

方、中央監視装置により建物内で使用される様々な機

器を効率的に運転しています。例えば、夏場の空調については電気料金の安い夜間に蓄熱(冷水)し、それを昼間

の冷房深夜電力を利用しています。また、負荷に応じた熱源機の台数制御を行ったり、外気条件が良い場合には

外気を取り入れる外気冷房制御を行ったりすることなどにより空調の負荷を低減しています。このような取り組みを

行った結果、電力量を2007年度比で28.4%削減(単位面積当り)することができました。なお、本社ビルは2010年

4月に建築物の環境性能を評価する「CASBEE」(建築物総合環境性能評価システム)でSランク(最高ランク)の
評価を得ました。  
  

新本社ビル 

韓国アルプス 

韓国アルプスでは、2008年から温暖化対策の取り組みを社員及び社員の家庭へ展開すべく、「個人エネルギー削

減活動」を行いました。この活動は、各社員が、例えば、「エレベーターの使用回数を減らす」「出退勤時の車の運

転回数を減らす」などの活動目標を立てて、その達成率を報告するものです。2009年度の参加率は97%に達し、

目標の達成率も96%になりました。 
  

  



 

地球との調和 

廃棄物の削減 

アルプス電気では、2001 年度から事務所や生産現場から出るすべての排出物を再資源化する「ゼロエミッション※活

動」に取り組み、2004年度末までに国内の全事業部で達成しました。 
第6次環境保全中期行動計画では、第5次計画に引き続き廃棄物量の削減に取り組むほかに、再資源化の例外とし

ていた一部の廃棄物の再資源化に取り組み再資源化率の向上を図っています。2009年度は生産工程での改善など

により廃棄物量、生産高原単位、再資源化率は全て改善しました。 

※ ゼロエミッション：あらゆる廃棄物を原材料などとして有効活用し、廃棄物を一切出さない資源循環型の社会システム。1994年に国連大学が提唱。 

  

  



  

各拠点での取り組み 

再資源化の取り組みで苦労したのは、紙ゴミなどの一般廃棄物の分別が徹底さ

れないことでした。特に技術や事務部門から排出されるゴミの分別ができていませ

んでした。そのため、2年ほど前から事務所内の机や足元に置かれたゴミ箱(約
100個)を全て撤去し、事務フロア内に1箇所の分別置き場を設置しました。その

結果として、当初の目的である分別の徹底が進んだことに加えて、発生量が月に

100kg減る効果がありました。  

  
  

長岡工場 

長岡工場(新潟県)では、有価物を含み約400トンの廃棄物が毎年発生します。現在、再資源化が順調に進み、

再資源化率は99%以上を達成しています。また、過去に50%以上あったサーマルリサイクル(熱回収)の比率を下

げ、廃棄物を原材料に戻すマテリアルリサイクルを増やす活動を行っています。分別の推進や委託先の開拓などの

活動により2009年度はサーマルリサイクルの比率を20%まで下げることができました。 
  

MMP事業本部 
長岡管理課 

有坂 一成 
 

本社 

本社(東京都)では2008年から「エコキャップ運動」に参加

しています。エコキャップ運動とはペットボトルのキャップの売

却代金を「エコキャップ推進協議会」を通じて「NPO法人

世界の子供にワクチンを 日本委員会」に寄付し、途上国

の子供にワクチンを送るものです。2009年度はキャップ

115,244個、ワクチンに換算して144人分になりました。  

  

各職場に置かれたキャップの回収箱 

  



化学物質の適正使用と排出抑制 

アルプス電気では、化学物質を適正に使用するために「環境負荷物質管理基準」を定め、製品及び工程で使用する

化学物質を規制しています。 
VOC（※1）については、大気への排出を抑制するため、溶剤の変更や管理の強化などの取り組みを進めています。結

果、2010年度までに排出量を2000年度比30％削減するという目標に対し、2009年度は84％削減できました。 

（※1）VOC：Volatile Organic Compounds、揮発性有機化合物。常温常圧で空気中に容易に揮発する有機化合物で、塗料や部品の洗浄などに使用され

る。大気中に放出されると太陽光で化学変化し、有害な物質が発生するとされている。 

  

地球との調和 

環境リスクへの対策 

不慮の事故や災害などによる環境汚染を始めとした環境リスクに対応するため、環境マネジメントシステムを使用した緊

急事態対応の取り組みを進めています。化学物質による汚染リスクに対しては、工場ごとにリスクマップを作成して定期

的に更新を行い、化学物質を取り扱う施設や作業場所、過去に発生したリスクを明確にしています。 

 

※データの対象範囲は国内生産子会社を含む。 
※PRTR法：Pollutant Release and Transfer Register。環境への化学物質排出量を把握することで、事業者の自主的な化学物質管理を促すことを目的に

1999年に制定。事業者は指定された化学物質の排出量の届出を行い、国が集計して公表する。 

項目
取扱量

排出量 移動量

大気 水域 下水道 処理委託

'08 '09 '08 '09 '08 '09 '08 '09 '08 '09

無機シアン化合物 3.0 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.2 

ニッケル 2.7 1.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.1 

ニッケル化合物 1.5 1.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 

銀及びその水溶性化

合物
8.2 6.2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.3 0.7 

鉛及びその化合物 3.7 2.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.0 

キシレン 1.3 1.4 0.2 1.2 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.2 

トルエン 17.5 34.3 8.6 32.6 0.0 0.0 0.0 0.0 8.9 1.6 

 



環境リスク対策 

 

アルプス電気では、不慮の事故や災害による環境汚染リスクを

事前に抑制するために、各種対策を講じています。 
一つは、工場ごとの「環境リスクマップ」作成と定期的な更新。

環境リスクマップとは、工場の図面上に化学物質や廃棄物を扱

う場所を明示したもの。事故が起こりやすい場所を可視化し、

過去に発生したリスクも明示し共有することで、環境リスクの低

減につなげています。もう一つは設備面の強化。地下埋設配

管の地上化や、配管の二重化、タンクローリー停車場所の防

液堤設置、漏洩センサの設置などの対策を実施し、リスクの低

減に努めています。また、万が一の場合に備えて「緊急事態対

応計画」を作成し、計画に基づく訓練を定期的に行っていま

す。 
  

長岡工場（新潟県）にて、重油が漏洩したケースを 
想定し、対応手順・対策キットの作業性などを検証 

土壌・地下水の浄化 

1999年、国内4工場にて有機塩素系化合物による土壌・地下水汚染が判明しました。より効率的に浄化を進めるた

めに、2003年度からは従来の手法（揚水暴気法）に変えて「嫌気性バイオ法」を用いて、継続的に浄化を実施していま

す。「嫌気性バイオ法」とは栄養剤を地下水に直接注入し、敷地内に生息する微生物を培養することで、汚染物質の

分解を促進させるという手法です。この導入によって汚染物質の濃度は順調に低下し、現在ではすべての事業所で、浄

化作業が終了しました。 
  



  

各拠点での取り組み 

アルコム・エレクトロニクスは、地域社会への参画や法令順守以上の取り組みを

常に重要なものと捉えており、この活動に参加しました。評価に当たり、私達の18
年間の事業活動について環境対応の観点から審査を受けました。当社の取り組

みが年々進んでいることを説明するための資料として過去の情報を収集すること

に苦労しました。しかし、監査項目のひとつである、当社の工場建物の環境への

影響に関する情報を提出する際に、当工場がある工業団地の建設業者に提供

してもらうなど周囲の協力を得て進めることが出来ました。 
監査の結果として他社と比較してより良い評価を頂き、受賞に至ったことはとても

励みになります。引き続き取り組みを続けると共に、今度は政府が推進する安全

衛生と環境保護に関する自己評価プログラムへ参画します。  
  

  

アルコム・エレクトロニクス 

アルコム・エレクトロニクス(メキシコ)は2009年12月9日、同社が所在するタマウリパス州の環境局より「環境コンプラ

イアンス表彰」を受賞しました。地元企業に対し、法令順守の強化、先進的な環境保護への取り組みを促し、積

極的に環境保護に取り組むことを呼びかけるプログラムで日ごろからの取り組みが評価された企業に贈られるもので

す。環境局の監査を受け、生産設備をこまめに整備する等の省エネ活動や全社一体となった環境保護への取り組

みが評価され、受賞に至りました。トップマネジメントの全面的な参画や職場環境がよく整理整頓されていることも

評価されました。 
  

人事部 
アレハンドロ・セグラ・ラドロン・

デ・ゲバラ 

長岡工場 

長岡工場（新潟県）では、粉末の処理に用いる有機溶剤

のヘキサンからより引火点が高く、人体への影響も少ない

イソプロピールアルコール(IPA)に変更しました。また、工程

で使用したIPAを有効利用するために、IPA廃液を再生す

る蒸留装置を導入しました。これにより、これまで年間約

36キロリットル使用しているIPAのうち、70％を工程内でリ

サイクルできるようになり、購入量を削減することができまし

た。 

  

IPA蒸留装置 

  



 
アルプス電気は、約40,000種類の電子部品を全世界約2,000社の自動

車、家電、モバイル機器、産業機器などの顧客企業へ供給しています。

営業と技術開発を一体化、生産機能を一元化した機能別事業体制に

より、全世界のさまざまな市場の変化や技術トレンドを把握し、よりスピー

ディーかつ的確にお客様のあらゆるニーズに応えています。 
そのために、常にお客様の視点に立った提案を行うことを実践しています。

自動車メーカーを例にとれば、自動車のエレクトロニクス化が進む中で、私

たちアルプス電気に対する要求は高度化し、操作デバイスやセンサなど民

生機器で培った電子部品開発のノウハウを活かした提案を行う機会が増

えています。潜在需要を掘り起こすような新しい製品を積極的に提案する

には、お客様の視点に立ち、何を必要としているのか、どのような課題を抱

えているのか、どういうメリットがあるのか、を考えることが何より重要です。開

発パートナーとして、つねに心強い存在になるために、私たちはフェイス・ト

ゥ・フェイスのコミュニケーションを欠かしません。 
 またお客様だけではなく、サプライヤーとの間でも適切な情報開示・共有

化を行い、有言実行によりパートナーとしての信頼関係を築き、サプライチ

ェーン全体でWIN-WINの関係を発展させていきたいと考えています。さらに

業界においては、時に共同開発や技術提携を行いながら、時に良きライバルとして切磋琢磨を繰り返して業界全体の

活性化を図っていきます。地域社会においては、事業活動や人的交流により地域の活性化に寄与していきます。私たち

は常にお客様をはじめ、サプライヤー、業界、地域社会の皆様など、アルプス電気を取り巻くステークホルダーの皆様との

共生、相互発展を願っています。  
  

取締役

AUTO事業本部長

  

顧客との共生 



品質管理の方針 

全社方針である「品質管理基本方針」を受けて各生産工場で品質方針を定め、品質マネジメントシステムを構築して

活動し、改善を行っています。 
各生産工場の品質実績や課題は、個別の取り組み改善に終わることなく全社の品質状況として定期的に取締役会に

報告され、全社での品質向上に向けた改善に結び付けています。 

 

 
  

顧客との共生 

品質向上に向けて 

アルプス電気の製品は、当社のお客様であるセットメーカーの商品に組み込まれ、その機能を支える重要な役割を担っ

て、最終消費者の皆様にお使いいただいています。お客様や最終消費者の皆様に満足いただける「美しい電子部品」と

サービスを提供するために、たゆまぬ改善を続け、社員全員で品質の向上にチャレンジしています。加えて、お客様の暗

黙のご要求にも応えられるような製品を評価する、新しい技術の開発にも取り組んでいます。 

 

 

 



品質マネジメントシステム 

品質マネジメントシステムの国際規格は、すべての部門が品質保証を通じて顧客満足向上を実現していることを証明す

るものであり、ビジネスを行っていくうえで必要不可欠なものです。当社では海外工場を含むすべての生産工場において、

2005年度までにISO9001を取得しています。また、自動車業界向けの製品を生産している工場では、ISO／

TS16949の認証取得を完了しました。今後も更なる品質マネジメントシステムの改善に努めていきます。 
 

  

品質向上のための取り組み 

従来、製品の品質検査を行う場合は、お客様と合意した製品

仕様書との適合性を確認するのが原則でした。しかし、それだ

けではお客様からの工程、最終ユーザー様の使用段階で不具

合品となることもあります。 
そこでアルプス電気では、QE（品質工学）を活用した新しい評

価手法を採用しました。個々の製品が「正常な機能であるこ

と」を検証し、これに機能の安定性を短時間で評価する方法を

併用することで、不具合品の流出防止に効果を発揮していま

す。現在はこの評価手法を海外工場へも導入するため、適用

製品の拡大に取り組んでいます。またこの活動を支えるQEにつ

いての社員教育では、技術の習得だけではなく、「異常品を流

出させない」という強い意思も共有できる内容になっています。こ

れらの取り組みを継続し、今後もお客様に喜んでいただける品

質の製品を提供していきます。 

  

QEについての基礎講義を実施 

海外現地法人への展開 

  

 



お客様満足度向上に向けた取り組み

アルプス電気は、お客様から求められる製品や技術を事前に準

備するために、営業部門では主要市場ごとにトレンドや特徴を

まとめた「製品ロードマップ」を作成し、市場が求める製品の企

画・開発・設計を構想しています。お客様へ開発した製品と必

要なソリューションをタイムリーに提供することが、私たちにとって

重要な役割であると考えています。更に、営業部門の目標・方

針の展開と、その進捗状況の確認、新たな課題認識を行う「グ

ローバルセールス&マーケティング・カンファレンス」を定期的に開

催。世界各国の各営業拠点の責任者が集い、事業のシナリオ

や進捗の確認、見直しを行い、よりお客様や市場が求める製

品開発につなげています。 
また、お客様のクレームや製品の解析依頼などは、イントラネット上のシステム「GQIS（Global Quality Information 
System）」に登録し、製造部門からの回答状況やお客様の満足度をグローバルレベルで確認できるシステムを運用して

います。 
  

コラム： 
GQIS（Global Quality Information 
System）の運用 

製品に対するお客様からの調査依頼やクレーム

は、より安心してお使いいただける製品をつくるため

の貴重な情報です。当社では、お客様から寄せら

れた調査依頼やクレーム情報を一元管理するシス

テム「GQIS」を構築しています。 
調査依頼やクレームを受けると、営業担当者が

「GQIS」に入力し、国内外の生産拠点と情報を

共有して対応を行います。入力された情報は管理

者・関係者が随時内容を精査し、納期に対する

進捗管理を行って、回答のスピードアップを図って

います。更に情報の傾向を分析することで、今後

の拡販活動、品質改善や予防処置にも役立てて

います。 

  

古川工場（宮城県）にて開催した「グローバルセールス&マーケティング・コ

ンファレンス」の模様 

顧客との共生 

CS向上に向けて 

アルプス電気のお客様は、消費者の元に届く最終製品を組み立てるセットメーカー、あるいはその組み立てに必要な部

品を製造するメーカーです。お客様の商品にとって常に必要とされる製品を提供するためには、市場や消費者のニーズを

見据え、お客様が求められる製品や技術を事前に見通し準備しておく「待ち受け」が重要だと考えています。 
更に、お客様と直接コミュニケーションを持つ世界各地の営業が、お客様の視点に立ってこれらの製品や技術の提案を

行うことにより、お客様のビジネスシナリオを進化させることができると考えます。これらの考えを具現化することにより、当社

の製品がお客様の商品を通じて社会に貢献し続けることを目指しています。 

 



お客様満足に向けた社員教育 

お客様のニーズに的確に応えられる営業力を養うため、営業部

門では各種研修・教育を実施しています。 
新入社員には、早期に第一線でお客様を担当できるよう、ベテ

ラン社員による基礎力を重視した個別指導を実施しています。

また、社員が講師となって行う「営業大学」を定期的に開催し、

製品情報や市場動向を始め、貿易管理や化学物質規制、サ

プライチェーンといった分野まで、知識の拡充を図っています。他

にも、製品の構造をより深く理解するために、QFD（品質機能

展開）や調達部品、金型部門に関する教育・実習も行ってい

ます。 
また、若手から中堅社員までを対象として、技術部門、生産企

画部門や資材調達部門とのジョブローテーションも実施。幅広

い経験と知識を持った社員の養成に努めています。 
  

「営業大学」 
社員が講師となって、最新製品や技術、金型、品質、貿易、環境対応

などさまざまなテーマで講義を行い、営業活動に必要な知識を学んでい

ます。テレビ会議をつなぎ、支店や営業所にいる社員も参加しています。 

  



 

 

グリーン調達の推進

安全で環境に配慮した製品を供給するため、管理体制の整っ

ているサプライヤーから有害物質を含まない原材料・部品を調達するグリーン調達を進めています。当社基準の「グリーン

調達基準書」をサプライヤーに提示し、各社の環境への取り組みを評価する「環境企業評価」と、原材料・部品に当社

指定禁止物質が含まれていないことを確認する「部材評価」を実施しています。また、インターネットを使用した「アルプ

ス・グリーン調達システム」をグローバルに展開し、「環境企業評価」と「部材評価」のデータを共有・活用しています。  
 
 
 
  
  

顧客との共生 

サプライヤーとの相互発展に向けて 

品質・納期・価格・環境保全・CSRなど、お客様のあらゆる要求に応えるためには、サプライヤーとの協力が不可欠で

す。アルプス電気として定める「購買基本姿勢」「購買方針」を基にサプライヤーとの連携を強化し、サプライチェーンにお

ける責任を果たしていきます。 

 



サプライヤーとのコミュニケーション 

優れた製品を提供するためには、品質・納期・価格・技術・環

境対策などに優れたサプライヤーと、長期にわたる信頼に基づい

た体制の構築が欠かせません。サプライヤーはその道のプロであ

るとのスタンスに立ち、相互の強みを生かしたWin-Winの関係

構築を目指し、コミュニケーションの機会を設けています。 
2009年度は「技術交流会」を随時開催し、新製品や新技術

の情報共有を図りました。また、日本のみならずアジア・アセアン

地区及びヨーロッパ地区でも主要サプライヤーに対して調達方

針を説明する等、サプライヤーとの強固なパートナーシップの構

築を図っています。 

  

サプライヤー間の情報交換の場として、 
歓談を主とした懇親会も開催 

トータル在庫削減の推進 

継続的な協力関係にあるサプライヤーとの間で、インターネットを活用した発注管理システム「ODDESY(On-Demand 
Delivery System)」を運用しています。市場からの要求を共有化することにより、情報の停滞をなくし、相互にスピーディ

な対応を図ることで、トータルな在庫の削減につなげています。現在は国内拠点のみならず、韓国・中国（天津、大連、

深セン）・マレーシア・米国でも運用を開始しています。 

  

  



サプライチェーン全体でのCSR推進体制の構築

近年エレクトロニクス業界では、一企業だけでなく取引先やパー

トナーを含んだ、サプライチェーン全体でCSRを推進することが

求められています。しかし、CSRに対する理解や進め方は企業

によって異なり、多くの企業がサプライヤーとの間で共通理解や

コミュニケーションを深めることに苦心していました。そこでJEITA
（※1）は「サプライチェーンCSR推進ガイドブック」を策定し、エレ

クトロニクス業界各社が共通に利用できるガイドブックとチェック

シートを作成しました。当社も作成にあたってのワーキンググルー

プに参画。公正取引、環境対応、製品の品質、労働者の人

権や安全など、当業界に求められる共通的なCSR項目を取り

まとめ、相互理解を深めることに貢献しました。 

（※1）JEITA（Japan Electronics and Information Technology Industries Association）：社団法人電子情報技術産業協会。電子情報技術産

業の総合的な発展を目的とした業界団体。 

  

（左）CSR項目の解説 
（右）チェックシート 

技術の革新と伝承 

JEITAの副会長会社として、総合政策部会、電子部品部会、環境委員会や標準・安全委員会などさまざまな部会・

委員会に参画し、業界共通の課題解決や規格制定に協力しています。また、グリーンIT推進協議会にも参加し、IT・エ

レクトロニクス技術による地球温暖化対策の推進に協力しています。 他にもCIAJ（情報通信ネットワーク産業協会）や

JAPIA（日本自動車部品工業会）など多数の外部団体や委員会や学会にも参画し、技術の革新と伝承に取り組んで

います。 
  

顧客との共生 

業界の発展に貢献 

アルプス電気では、さまざまな企業が互いに競争し、かつ協力し合いながら切磋琢磨を続けることが、業界全体の成長

や社会の発展につながるものと考えています。お客様であるセットメーカーやサプライヤーと連携して優れた電子部品を提

供し、お客様の商品価値の向上や消費者の利便性に貢献するとともに、各種の業界団体や学会に参画して共通課題

に取り組むなど、業界全体との共生、発展を目指しています。 

 



東北職業能力開発促進大会で表彰

2009年6月11日に開催された第42回東北職業能力開発促

進大会にて、アルプス電気ものづくり研修所（宮城県）の社員が

「技能検定功労者」として表彰されました。これは、職業訓練・

技能検定等、協会事業の発展に多大な貢献があった個人に

贈られるものです。受賞した社員が所属する、ものづくり研修所

は、1988年に社内の技能伝承と学習の場として開設されまし

た。現在、国内外の社員はもとより、地域の協力会社社員に

も門戸を開放して、次世代のものづくりを担う人材育成にも尽

力しています。  

  

  

今回「功労者」として表彰を受け、喜びと共に改めて「技能・ものづくり」の大事さを痛

感しました。今後も「技能検定」を通じ若い世代への「技術・技能」の伝承・継承に務

めて行きたいと思います。 

  

MMP事業本部 
ものづくり研修所 

高橋 信雄 

 
第42回東北職業能力開発促進大会にて「技能検定功労者」として表

彰 

みやぎ高度電子機械産業振興協議会活動への参画

みやぎ高度電子機械産業振興協議会は、宮城県内の電気・

電子分野の企業が技術高度化や経営革新により、高度電子

機械市場における取引の創出、拡大を図る活動を行っており、

アルプス電気は幹事会社を務めています。同協議会が2010年

2月4日に開催した市場・技術セミナーにて、当社の社員がアル

プス電気のグリーンデバイス事業への取り組みについて講演を行

い、エネルギーや資源の有効活用に寄与する製品の開発に関

する当社の取り組みを紹介しました。今後も継続して宮城県の

産業振興に貢献する活動を継続していきます。 

  

 
同協議会主催の「市場・技術セミナー」で講演する社員 

  



環境保全活動 

環境保全に貢献するには、事業活動での取り組みに加えて、社員一人ひとりの意識高揚と責任を持った行動が必要

不可欠です。「環境憲章」に基づく事業活動を継続するとともに、一人ひとりが家庭や地域社会においても率先して活

動の輪を広げていけるよう、さまざまな視点から取り組みを推進していきます。 

2009年度の主な取り組み 

顧客との共生 

社会・世界への貢献 

当社の企業理念に基づいて活動方針と行動指針を策定し、社会貢献活動に取り組んでいます。 
活動方針は、社会との持続的発展に努めること。活動の主要領域は、環境保全、社会福祉・災害救援、地域貢献、

教育支援、スポーツ・芸術文化支援の5領域としています。宇宙船地球号の一員として共存共栄を図りながら、豊かな

社会の実現を目指して、事業活動・社員一人ひとりの行動を通じ、積極的に社会貢献活動に取り組みます。 
行動指針としては、いずれも持続性があること、社員の納得・共感を得られること、当社が大切にしている「もったいない」

「ものづくり」といったテーマに合致していること、人材の育成につながること、地域・社会の期待に応えることなどを定め、活

動を展開しています。 

 

社員の環境意識高揚・環境活動への参加促進 

2009年6月14日の大田区主催による多摩川河川敷清掃活

動に、アルプス電気本社の社員及びその家族41名が参加しま

した。これは社員に対してボランティアへの参加の機会を提供す

ると共に、環境に関する意識を高めてもらうことを狙いとしたもの

です。その他にも、「100万人のキャンドルナイト」(※1）への参加

や、環境省が進める「チャレンジ25キャンペーン」に企業として登

録するだけでなく、社員個人でも登録するよう呼びかけていま

す。今後も社員ひとりひとりの環境への気付きのきっかけとなるべ

く継続して様々な活動への参加を促進して行きます。 
(※1) 「100万人のキャンドルナイト」：夏至と冬至の20～22時

に各家庭で照明を消してロウソクの明かりで過ごすことにより過

剰な照明に慣れすぎた日常を見直す取り組み 
  

多摩川河川敷清掃活動に参加する本社社員と家族 

環境活動には以前から関心がありましたが、多摩川河川敷清掃活動という身近な所

で参加できる機会があったため、家族と一緒に参加しました。大勢の参加者で清掃活

動をすることで河川敷があっという間に綺麗になり、とても気持ちが良かったです。同時

にひとりひとりの環境に対する日頃からの心掛けが大切だということを実感しました。一

緒に参加した子供にも良い社会勉強となったようです。 

  

HM&I事業本部 
第6営業部 

馬場 康彰 



社会福祉・災害救援活動 

社会にはさまざまな価値観が存在しますが、誰もが自分らしく生きることのできる社会を実現するためには、一人ひとりが

その違いを認め合い、お互いを尊重することが大切です。当社では単なる物質的支援だけではなく、交流を通じた心の

豊かさにつながる取り組みを広く実施していきます。また、国際社会の一員として世界各地で発生した大規模災害の被

災地に対し、救援活動を実施していきます。  

2009年度の主な取り組み 

地域貢献活動 

地域に密着した企業として、地域社会とともに育ってきた当社には、地域社会・市民とのコミュニケーションが欠かせませ

ん。よき企業市民であるとの認識に立ち、地域の活性化や地域との連携強化を図るため、各拠点において地域に根ざ

した特色ある活動を展開していきます。 

2009年度の主な取り組み 

 

近隣民家火災の消火活動で表彰 

2009年9月11日、アルプス電気平工場（福島県）が、同年8
月に発生した近隣民家火災消火において、同工場の自衛消

防隊が消火活動に尽力した功績をたたえられ、いわき市消防

本部より表彰を受けました。火災発見後、消防署へ通報する

と共に自衛消防隊を召集し初期消火活動を開始。その後到

着した消防署と共同で消火に当たりました。火災発見から自

衛消防隊が放水開始をするまで5分あまりという迅速な消火活

動で近隣への延焼を防止したことが評価されたものです。 

  

 
内郷消防署にて表彰状を受け取る平工場自衛消防隊隊長 

30年にわたる赤い羽根募金活動で表彰 

2009年10月29日に開催された「第7回宮城県赤い羽根大

会」にて、アルプス電気涌谷工場が募金特別大賞を受賞しま

した。30年以上にわたり、毎年募金活動に協力した実績に対

し評価いただいたものです。今後も地域の期待に応えるよう、地

道に活動を継続していきます。 

  

 
社団法人宮城県共同募金会より授与された表彰状 

長岡大花火大会への協賛 

長岡市（新潟県）で2009年8月3日に行われた「長岡大花火大会」に、アルプス電気長岡工場の有志社員が協賛金

を提供しました。従来は会社が協賛金を提供していましたが、厳しい経営環境の下、有志社員が地域・工場の活性化

のためにも、今年も花火を上げたいと募金活動を行いました。これにより、花火大会当日は、当社社名のアナウンスと共

にベスビアス超大型スターマイン「テンダーライツ」が打ち上がりました。 
  



教育支援活動 

当社の原点は「ものづくり」です。未来を担う若い世代に対して、「ものづくり」の素晴らしさや企業活動そのものを伝えてい

くことは、製造業の重要な社会的責務であり、エレクトロニクス産業の発展、社会全体の持続的発展にもつながるものと

考えます。「ものづくりで社会に貢献」をキャッチフレーズに掲げ、ものづくり企業の特性を生かした取り組みを実施していき

ます。 

2008年度の主な取り組み 

区政功労者として表彰 

2010年3月15日、アルプス電気本社は東京都大田区より区

政功労者として表彰されました。これは区政に貢献し、区民生

活と文化の向上に特に功労があったと認められた人・団体が対

象となるものです。2009年度に実施した新本社屋建設の際に

当社が保有していた土地の一部を同区に寄付したことに対して

贈られました。寄付した土地は現在公用道路として近隣住民

を始め多くの方々に利用されています。 

  

 
大田区より授与された表彰状 

大学への講師派遣 

アルプス電気では、未来に向けた人材育成の観点から複数の

大学に社員を講師として派遣し、研究や開発の進め方につい

ての特別講義を行なっています。2009年6月には、千歳科学

技術大学で3年生を対象にアルプス電気における先行開発事

例などを交えて講義を行ないました。また、2010年2月には、

2004年から続いている岩手大学大学院のカリキュラムの一つで

ある「研究マネジメント論」でアルプス電気における実践事例な

どを紹介しています。今後は、更に特別講義を行う大学の枠を

広げていく予定です。 

  

 
千歳科学技術大学における講義 

岩手大学大学院への人材育成支援 

アルプス電気は、当社の主要事業所がある東北地区の産業

力強化、地域社会の活性化を目指して、2005年から3年間、

「産学官連携コンソーシアム」に参画してきました。これは、地元

の大学と企業が密に連携し、技術開発（ものづくり）と、人材育

成（人づくり）の両面から地域社会の基盤強化を推進するもの

です。 
その後も人材育成の一環として、岩手大学大学院工学研究

科からの「教育の実践性を向上させたい」という要請に応えるた

め、当社のものづくり研修所が主体となり、金型製造に関する

教育システムの構築・カリキュラム充実に取り組み、当社が制作した「金型研修用テキスト」を授業用教材として、2007
年9月に寄贈しました。 また、2009年11月には当社社員2名が金型工学専攻科の学生に対し、「金型設計演習」の

講義を行うなどの活動を継続しています。  
  

 
岩手大学にて「金型設計演習」を講義 



産学官連携コンソーシアムとは 

「産学官連携コンソーシアム」は、地元の大学と企業が密に連携し、技術開発（ものづくり）と、人材育成（人づくり）の両

面から地域社会の体質強化を推進するものです。技術開発の観点からは、経済産業省の推進する「地域モノ作り革

新枠」に参画し、2006年度より岩手大学、山形大学、山形工業技術センター、東北地域企業20数社とともに、「次

世代情報家電・自動車用高度部材の生産技術の開発」を、事業責任者として推進しています。 
ここでは当社のDM（デジタルマニュファクチュアリング）活動をベースに、開発から量産までにかかる時間を短縮するシステ

ムの構築、地域への普及を目指しています。人材育成については、「製造中核人材育成事業」として、当社の技能研

修所が金型製造に関する教育システムを構築しています。岩手大学の授業科目「品質工学特論」に社員を講師として

派遣したり、技能研修所で開発した教育システムの検証を岩手大学に委託するなど、相互の協力関係を築いていま

す。 

  

インターンシップ制度 

アルプス電気では、中国大連市にある東北大学東軟信息技

術学院から、将来中国の電子産業発展に貢献する人材育成

を目的に、専門分野に関する実務体験及び日本語を学ぶ機

会をインターンシップ制度により提供しています。 
2009年度はソフトウェア学科、コンピューター学科から1名ずつ、

2010年度は電子工学科から1名を同大学よりインターンシップ

生として当社のソフトウェア開発の現場等で受入れをしていま

す。 
来日してからはじめの2週間は生きた日本語に早く慣れていただ

くこと、コミュニケーション能力の向上を目的として日本語授業を

行っています。 
受入れ期間は3ヶ月間で、これまでに10名の中国人大学生の

受入れ実績があります。将来の就業を目的としたインターンシップ形態ではなく、ものづくり実践の場での問題発見と課題

解決能力を養い、アルプス電気のものづくりに対する考え方の共有の場としています。  
  

 
現場で学ぶ中国からのインターンシップ生 

ものづくり研修所 

アルプス電気は、中国をはじめとする海外での生産体制の強化

及び協力会社の技術レベルを向上させ、自立を促すことを狙い

とし、また技能を組織的に継承するために「ものづくり研修所」を

設置しています。1999年の開設（開設時名称「技能研修

所」）以来、自立できる現場力を持たせることを念頭に、アルプ

ス電気社内に限らず、協力会社の社員のみなさんにも金型技

術を伝授してきました。 
更に、中国など海外の生産拠点の社員の“匠の技”の継承に

も目を向け、これまでに海外から136名の研修生が修了してい

ます。金型技術研修の滞在期間は3～6カ月で、金型知識・

技能の習得はもちろんのこと、アルプス電気のものづくりの考え

方を身に付けてもらうことも重要視しています。研修中は研修所内の施設に宿泊し、国籍に関わらず朝のラジオ体操と

その後の日本語での3分間スピーチで一日が始まります。また、一日の終わりには「研修報告」を日本語で作成します。

日本人でも文章化するのが難しい技術的な内容を、海外からの研修生が日本語で話し、書くのは大変な作業ですが、

指導員や研修所スタッフによるサポートを得て、徐々に充実した日本語表現による報告ができるようになっています。 
これは、「日本で作ろうと海外で作ろうと“アルプス電気の電子部品”に変わりはない」という事業展開の基本的な考え方

に基づいた活動であり、日本と同等の技術力を海外で確保し、アルプス電気製品の信頼を維持していくための取り組み

です。特に、コアテクノロジーと位置付ける金型技術は必須です。ものづくり研修所は、アルプス電気グループ全体の技術

力を下支えし、基盤を固める重要な役割を担っています。 

  

熟練者の指導で技術習得に励む 



スポーツ・芸術文化支援活動 

社会とのかかわりの中で、芸術・文化及びスポーツといった人々の心身を豊かにする分野の支援を行います。個の活動を

通じて人々の情操を育み、交流の輪を広げ、豊かな社会づくりに貢献します。これらの活動を行う中で、さまざまなステー

クホルダーとの対話を試み、社会との調和や共生を目指す魅力ある会社への土台づくりを推進します。 

  



アルプス電気は企業市民としてステークホルダーの皆様の信頼を得るため、

バランスのとれたフェアな経営を行っています。そのためにコーポレートガバナ

ンスの充実、内部統制システムの整備(業務プロセス見える化)、コンプライ

アンスや情報管理の体制づくり、株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

に力を入れています。何より重視しているのは、これらを実践する社員一人

ひとりの「自助の精神、自律の精神」の醸成です。 
いかに優れたシステムやルールを導入したとしても、それを実践する人間が

自ら「誠実さ」を心掛けない限り、形骸化を免れません。「その行いは誠実

なのか?」「商いの道に反していないか?」といった問いかけが常に組織内で

行われ、一人ひとりがこの言葉を自問自答し続け、自らを律することが重

要です。当社は、そうした企業風土の維持・向上に永続的に取り組むとと

もに、迅速で適切な情報開示により、透明性の高い経営を続けて参りま

す。当社の企業価値の向上は、愚直なまでに誠実な日々の積み重ねの

上に成り立つのです。 

  

取締役

管理副本部長

  

公正な経営 



コーポレートガバナンス体制 

アルプス電気では、監査役会と会計監査人、内部監査部門が連携の上、経営執行上の監視・監督を行うなど、永続

的に企業価値を向上させていくために、フェアで誠実な経営に努めています。また、取締役会は機動的な運営が可能な

規模になっており、月１回の定例開催に加え、必要に応じて臨時開催を行い、重要事項を全て付議し、充分な討議を

経た上で決議を行っています。更に、内部統制の強化を目的とした取締役会付議基準の見直しや、取締役会にて審

議・報告する前に、コーポレートスタッフによる適法性や投融資審査を含む事前確認制度などの、しくみを準備していま

す。 

  

公正な経営 

コーポレートガバナンス 

アルプス電気では、コーポレートガバナンスを「企業価値を増大するために、経営層に対し適正かつ効率的な意思決定と

業務執行、並びにステークホルダーに対する迅速な結果報告を動機付け、健全かつ効率的で透明性のある経営を実

現する仕組みの構築・運用」と定義しています。この方針の下に、経営の健全性の確保や効率性の向上を図りながら、

コーポレートガバナンスの充実・強化に取り組んでいます。 

 



  

内部統制の構築と評価 

2008年度より、金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制を評価し、内部統制報告書を開示しています。

各拠点が内部統制の整備・運用状況を自己点検し、内部監査部門が独立的に評価し、全社の仕組みが有効に機

能しているか検証するとともに、継続的に改善に取り組んでいます。これにより財務報告の信頼性を高めるとともに、業務

の革新につなげ、信頼される経営のための体制と仕組みの維持発展と効率的な業務運営を構築していきます。  

 
  

  

  

 



アルプス電気では、「フェアに行動する（違法・不正

をしない）」ことを常に経営姿勢の中核に据えてい

ます。コンプライアンスの基本理念と行動指針を示

した「グループコンプライアンス憲章」はその一つの表

れです。2003年度に制定されたこの憲章は、日本

語・英語・中国語を基本として現地の言語に翻訳

され、世界中で展開しています。 
コンプライアンスの推進にあたっては、本社のコンプ

ライアンス・監査室と世界7地域に配属されたコン

プライアンス・オフィサーが、グローバルで連携しなが

ら展開しています。今後は、中国、アセアン、欧州

地域においても、最適な通報体制の検討を進め

ます。 

  

公正な経営 

コンプライアンス 

 



社員へのコンプライアンス教育 

公正に行動するためには、まずはその行為がコンプライアンス上グレーゾーンか否かに気づくことが大切です。当社のコンプ

ライアンス教育では、実際の業務内での「気づき」を促進できるよう、内容を工夫しています。 
具体的には、定常の集合研修に加え、当社独自のコンテンツによる「eラーニング教育」に力を入れています。2009年度

は、営業部門の社員を主な対象として事業上リスクが高いと考えられる独占禁止法に関するeラーニングを実施しまし

た。 

  
日本国内社員向けに実施されたeラーニング教材の画面 

  

コンプライアンス・ニュースの発信 

アルプス電気では、日々の業務の中でコンプライアンスの意識を

喚起させることを狙いとして、世間で起きたコンプライアンス違反

事例をタイムリーに情報発信しています。2009年度は、12本の

ニュースを発信しました。単に事例を伝えるのではなく、当社で

はどのようなリスクがあるか、どうすべきだったのか、当社の社内

規則ではどう規定されているかなども併せて紹介。ニュースは、

イントラネットの掲示や、メールによって配信しています。 

  

イントラネットに掲示されている 
コンプライアンス・ニュース 

  



BCPの策定・進捗状況 

アルプス電気では、リスクマネジメントを重

要な経営課題の一つとして捉え、BCM
（事業継続マネジメント）の観点で取り組

んでいます。 
具体的には、地震や火災などの災害が

発生した際に、事業を中断させる恐れの

あるリスクを特定し、事業への影響度を検

証します。この結果に基づいて、優先的に

対応が必要なリスクを抽出し、予防・防

護・復旧対策を設け、負荷の最小化を

図るBCP（事業継続計画）を策定しま

す。BCPは定期的に有効性を評価し、

必要があれば修正を加えていきます。 
2007年度に、リスクが特定された製品群

に対して試験的にBCPを策定しました。

現在はその有効性を評価したうえで、他

の製品群にも展開し、最終的には全社

共通の「BCP基本方針書」を策定するべ

く、取り組みを継続中です。 

  

BCM（事業継続マネジメント） 

公正な経営 

リスクマネジメント 

アルプス電気では、CSR部が主管となり、リスクマネジメントを推進しています。主に地震や火災などの災害並びに新型

インフルエンザなどへの対応を実施しています。また、BCP(事業継続計画）の策定や、各拠点の状況を踏まえた個別の

危機管理マニュアルの作成指導などを行い、全社的に体系化されたリスク管理体制の整備を進めています。 

 



地震への対策 

当社はこれまでに、宮城県沖(2002年11月)、宮城県三陸南

(2003年5月）、新潟県中越（2004年10月)、そして2007年7
月の新潟中越沖と、震度6～7レベルの大規模地震を経験し

ています。 
これらの被災経験より、すべての国内製造拠点において、大型

設備の床への固定やオープン棚からの落下防止等の防護対策

を徹底し、「危機管理マニュアル」を都度見直してきました。

2004年の新潟中越地震では生産復旧までに10日間を要して

いましたが、これらの取り組みを進めたことで、2007年の中越沖

地震被災時には、1日で復旧・生産開始という成果がでていま

す。 
今後もより万全な防護・復旧体制づくりに注力していきます。 

  

棚にベルトを取り付け、備品の飛び出しを防止 

金具を使って設備を床に固定 

新型インフルエンザへの対策 

アルプス電気では、2004年度からトリ

由来インフルエンザ（H5N1）を想定し

た対策検討を開始し、2007年度に

は社員に対し新型インフルエンザの基

礎教育を実施しました。2008年度に

は「新型インフルエンザ対策に関する

行動計画」の制定を通じ、対応体制

と具体的なアクションを整備、2009
年度には全社的に新型インフルエン

ザのBCP策定を行いました。 
また2009年の新型インフルエンザ

（H1N1）流行時には、これらの取組

みに基づき、国内外各拠点における

感染予防対策を実施し、事業の継

続に努めました。 
今後は、インフルエンザ以外の感染症にも視野を広げて内容を充実化させ、

更なる社員の安全と事業継続の確保に取り組みます。  

  

「新型インフルエンザ対策に関する行動計画」 

社員向け教育資料 

  



公正な経営 

情報セキュリティ 

経営の基盤を揺るがす恐れのあるネットワーク上の課題である、情報の漏洩、損失、改ざんなどを排除し、情報ネットワ

ークと情報システムを安定して運用していくために、情報システム部を中心に情報セキュリティ基盤を整備しています。情

報セキュリティにかかわる規定の制定、教育計画の立案などを行い、各部門に配置されている情報管理責任者と連携

して全社へ施策を推進しています。 

 



情報セキュリティに関する取り組み 

アルプス電気では、管理面でのセキュリティ施策の一環として情報システム規定を国内および海外拠点に展開していま

す。その中で、従来はネットワークセキュリティを中心にしていた「ネットワークセキュリティ規定」を見直し、情報システム全

般のセキュリティ向上のために「情報セキュリティ規定」を制定しています。また、情報セキュリティの理解を深めるために社

内作成のeラーニング教材を使って国内全社員に社員教育を実施しています。 
また、当社では、情報漏洩防止には重点的に取り組んでおり、機密文書や社外秘の文書が外部に流出、漏洩すること

を防ぐ技術的対策として、文書自体を暗号化するソフトウェア「ドキュメントセキュリティ」をグローバル全拠点で導入を

2008年度中に完了しました。 
引き続きグローバルでの運用の定着を図り、継続的に改善・対策ができる管理体制の整備に取り組んでいます。 

 

 
文書を暗号化して利用者を制限 

  

 

 

 



新本社社屋のセキュリティ体制 

2008年度は本社社屋の建て替えに当たり、オフィスを取り巻く

さまざまなリスクに対応し、会社の財産である「人」「物」「情報」

「資産」を守るため、IDカードによるセキュリティシステムを導入し

ました。 
本社のセキュリティは、警備員の配置、監視カメラや人感センサ

など機械による監視システムの設置に加え、IDカードによる入

出門時、機密情報を扱う職場への入退室時管理により、犯罪

を抑止しています。 
また実際の業務場面では、セキュアプリントシステムも導入。ID
カードによって印刷記録を管理することで、情報への不正アクセ

ス防止やプリンターから印刷物の取り忘れ防止など情報漏洩の

リスク低減を図っています。 
このように、社員の動きはIDカードを通じ自動的に記録され、、情報のトレーサビリティを徹底しています。これらを通じ、ビ

ジネスパートナーへ安心感、信頼感を与えるとともに、社員が安心して働ける職場づくりを行っていきます。 
これらハード面でのセキュリティ対策に留まらず、全社員に対し、「eラーニング」による情報セキュリティ教育を実施し、社

員のモラルやマナーの向上などソフト面での取り組みも行っています。今後もハードとソフトの両面から、セキュリティ強化に

取り組んでいきます。  

  

IDカードによるセキュリティシステム 

個人情報の保護 

アルプスでは、個人情報保護の社会的重要性を強く認識し、個人情報管理の仕組みの策定、実施・維持改善活動を

行っています。具体的には、「個人情報保護規定」を策定し、従業員への継続的な教育・啓蒙を実施しています。また

情報管理責任者を置き、個人情報の適切な管理、情報セキュリティの安全対策も推進。個人情報への不正なアクセ

ス、個人情報の紛失、改ざん、破壊、漏洩などの予防に努めています。 

  

  



公正な経営 

株主・投資家のために 

アルプス電気は、株主・投資家の皆様から理解と信頼を得るため、正確かつ公平な情報開示を適時適切に行うことに

努めています。また、株主総会や決算説明会などの機会を通じて、株主・投資家を含めたステークホルダーの皆様への

説明責任を果たすとともに、双方向のコミュニケーションと誠実な対応を、常に心掛けて取り組んでいます。 

 

  



公正・公平な情報開示 

アルプス電気は、決算短信や有価証券報告書、適時開示資

料など、法令や規則で開示が義務づけられた情報を公正に開

示しています。当社ホームページでは、開示した情報を速やかに

掲載するとともに、新製品情報や事業活動の最新ニュースなど

の継続的な発信を心がけています。また、株主の皆様に向けて

は、株主通信「アルプスレポート」を四半期決算に合わせて発

行し（年4回）し、業績報告に加えて新製品、新技術などにつ

いて分かりやすく紹介しています。 

  

「IR情報」のトップページ 

株主通信「アルプスレポート」 

株主・投資家とのコミュニケーション 

アルプス電気では、当社に対する理解をより深めていただくため

に、株主・投資家の皆様と直接コミュニケーションができる機会

を大切にしています。株主総会では、分かりやすく丁寧な説明

を徹底し、併せて主要製品の展示や懇親会の開催を毎年継

続して実施しています。また、株主の皆様に対する利便性や透

明性向上のため、集中日を避けた総会の開催や、本年の株

主総会（2010年6月開催）では、議案に対する議決権行使の

結果公表が義務付けされたことにより、当日ご出席いただいた

株主様の行使分も含めた公表を行えるよう進めています。その

他、機関投資家や証券アナリスト、及び報道・マスコミ関係の

皆様には、四半期毎の決算説明会を開催するとともに、海外

の大株主をはじめとした機関投資家の皆様に対し、年1～2回の直接訪問を行っています。 

  

機関投資家・証券アナリスト及び報道関係の皆様への決算説明会 

 



株主・投資家向けの説明会を開催 

アルプス電気への理解をより深めていただくために、株主・投資

家の皆様と直接、対話する機会を設けています。 
2008年9月、当社の顧客向けに２年に一度開催している当社

のプライベートショー「ALPS SHOW」に合わせ、個人株主様を

ショーにご招待するとともに、株主向け説明会を併催する初の

試みを行いました。当日はＩＲ担当役員より、事業環境や当社

の業況などをわかりやすくご説明するとともに、出席者の皆様か

らのご質問にもお答えし、「理解が深められた」などのコメントを

いただきました。また、開催初日にはアナリスト・機関投資家向

け説明会を実施し、約60名の参加をいただくなど、大変有意

義な機会となりました。  

  

  

企業の透明性が求められているなか、株主総会における上程議案の行使結果公表

が上場会社に義務付けされました。当社もその対応に向け、当日の行使分を含める

か否かで議論を重ねた結果、当日出席いただいた株主様の行使結果も反映させるこ

とが、当社の姿勢であるとの結論に達し、本年の株主総会に向けた準備を進めていま

す。法的な要件を満たしつつ、株主の皆様に出席してよかったと思っていただける株主

総会の有り方を今後も追究していきたいと考えています。 

  

CSR部 

横山 直樹 

担当役員が個人株主様に事業環境を説明 

配当方針 

アルプス電気の利益配当は、電子部品事業における連結業績をベースに、 
（1）株主への利益還元 
（2）将来の事業展開や競争力強化のための研究開発や設備投資 
（3）内部留保 
これら3つのバランスを考慮し、決定することを基本方針としています。 

  

  



グローバルに事業展開しているアルプス電気では、国籍や言語、文化慣

習、性別などの異なる、多様な社員が働いています。その一人ひとりがお

互いを理解し、尊重しながら、活き活きと交流し、創造的で自立したプロフ

ェッショナルとして成長することが、当社の企業力の根幹と考えています。 
「個の尊重」は、お互いを活性化し合う“場”の中で実現されるものです。そ

のために当社は、組織内の双方向コミュニケーションのインフラや各種制度

の整備を進めるとともに、様々な相互交流と自己実現・啓発の場を設け、

「一つのアルプス」としての価値観の共有と、一体感の醸成に努めていま

す。 
当社には、創業期から一貫して変わらない家族的風土と共に真に情熱を

もって仕事に取り組む社員を大切にする、「Work Hard、Study Hard、
Play Hard」（よく働き、よく学び、よく遊べ）の企業風土が継承されていま

す。このDNAを絶やさず、各社員が個性を発揮しながら力を合わせて働・

学・遊のさまざまな領域に挑戦し、人間としての魅力を磨いていってほしい

と思います。 

  

人事部長

  

個の尊重 



活力ある組織は、自立した個人の尊重、情熱を持って働ける

環境づくりから始まります。創業以来大切にしてきた“人に賭け

る”という哲学を普遍的なものとして、各国・地域の文化、慣習

の違いなどに配慮し、アルプス電気グローバル全体での労働環

境の向上を図っています。 

  

人事制度 

アルプス電気の社員制度は、経営姿勢の一つである「個の尊重」に立脚し、「人間性尊重」「集団精鋭」「自己啓発」を

理念として構成されています。 
具体的には、複数のコースを持つ職群別資格制度として、一人ひとりの適性・能力・意欲に応じた働き方を実現してい

ます。 
また、仕事の種類や求められる役割のレベルごとに期待される成果・能力などを明確にし、これを評価や能力開発上の

基準としています。社員はこれに基づき業務上・能力開発上の目標を設定したうえで、業務遂行をしています。 
能力開発については、中期的なキャリアデザインを行う「自己申告」や1年ごとの業務上・能力開発上の目標を設定する

「目標管理」を中核となる取り組みとし、そこで描いたキャリアデザインを実現する為のサポートとして各種研修や自己啓

発支援などを行っています。 
評価・処遇については、目標管理で定めた目標の達成度合いなど、プロセスを重視しながら発揮能力（業績）を重視し

た評価・処遇を行っています。 
これらの社員制度の仕組みを通して、一人ひとりがより高いレベルの仕事に挑戦し、互いに切磋琢磨することで、社外で

も通用するプロとして自立し、その結果としての集団精鋭を目指しています。  

  

グローバルな人材活用への取り組み 

ビジネスのグローバル化に伴って、社員の活躍の場もボーダーレスに拡大しています。アルプス電気は、日本国内だけでは

なく、海外現地法人に勤務する社員を含め、グローバルな視点で人材育成・人材活用を図っています。 
現在は、海外現地法人の幹部となりえる人材の育成を目的とした海外現地法人社員の日本への出向制度（アルプス

日本勤務制度）や海外の新卒者採用制度（IAP制度）、海外の大学からのインターンシップ生受け入れを推進し、人材

面でのグローバル化に取り組んでいます。これらの活動を通じ、グローバルベースでの「より働きがいのある会社の実現」に

向け、環境整備に取り組んでいます。 

  

個の尊重 

グローバルな人材活用 

 



アルプス日本勤務制度 

2006年10月から、グローバルレベルでの人材活用施策の一環として、海外現地法人幹部人材の育成を目的とした「ア

ルプス日本勤務制度」をスタートさせました。参加の対象は、現地法人採用のマネージャークラスの社員です。プログラム

参加者は2年間、日本国内で業務に従事し、その過程でリーダーとして不可欠な当社グループの独自の企業文化（アル

プスイズム）を体得します。2009年度末時点で、合計22名の社員が海外より来日し、日本勤務制度に参加、もしくは

継続中です。 

  

グローバルな人材活用 — IAP制度 

「IAP（International Associates Program）制度」は、海外で新卒者を採用する制度です。ビジネス環境のグローバル

化に伴い、多様な人材を確保し企業体質の強化を図ることを目的としています。 
当制度は、1989年、人材のグローバル化を促進するため、アイルランド政府が実施していた「アイリッシュ・トレーニー制

度」に沿って、アイルランドの新卒者を採用したのが始まりです。2005年度以降は、アルプス電気の制度として各海外現

地法人と連携して展開しており、今まではチェコ、ドイツ、アメリカ、 アイルランド、マレーシア、フランス、イギリス、スウェーデ

ンの出身者、合計82名が日本で勤務しています。 
採用後は、日本で2年間のプログラムが組まれます。プログラム終了後も、多数が日本あるいは海外のアルプス電気グル

ープで継続勤務しています。  

  

イギリスの大学を卒業後、日本の大学院を経て、2008年に当制度でアルプス電気に

入社しました。現在は人事部に所属し、IAP制度における採用や教育、育成に関す

る企画並びに制度運用の主担当者として、IAPメンバーのサポートに従事しています。 
勤務して思うのは、グローバルな競争環境下においては、全世界的な経営戦略に加

えて、グローバルでアルプス電気の企業文化や哲学を共有して一体感を醸成すると同

時に、社員のグローバルコンピタンシーの向上が必要だということです。これを通じて、会

社全体のグローバルコンピタンシーも強化できると考えています。これからもグローバルな

社員間の連携と人脈づくりの強化を通じ、企業文化や哲学の共有化に貢献していき

ます。 
  

人事部 

Andrea Schuldt 
アンドレア・シュルツ 

  



IAP日本語研修 

アルプス電気は、IAP制度によって来日した外国籍社員に対し

て、多様な日本語学習機会を提供しています。本社で主管し

ている日本語研修は、来日直後に5週間、その翌年の5月・9
月に2週間、合計3回の定期集合研修を実施しています。更に

通信教育による学習支援の他、配属先部門が独自にプログラ

ムを提供しており、日本語能力試験でも大きな成果をあげてい

ます。 

  

ディスカッションや発表など、方法を工夫しながら日本語を学習 

キャリア開発を目的としたセミナー 

より意欲的に業務に取り組むには、社員一人ひとりがライフキャ

リアの大切さに気付き、普段から意識することが重要です。アル

プス電気では、2004年度から年に2回、30才前半の社員を対

象としたキャリア開発のためのセミナーを開催しています。 
セミナーでは、自分のキャリアの棚おろしと、今後の方向性の整

理をサポートするためのプログラムを実施しています。講義や演

習の他、ディスカッションを通じてキャリアへの理解を深めるととも

に、個別のキャリアカウンセリングや過去の受講者による具体的

事例紹介なども行っています。 
参加した社員からはさまざまな気づきを得られたという声が届い

ており、毎回多くの社員が受講を希望する充実したセミナーとな

っています。今後は他の年代の社員へ向けたセミナーなども開催し、更に支援を充実させていきます。 
  

外部講師のインストラクションにより、個人のキャリアに対する啓発をはか

る 

  

個の尊重 

教育・研修制度 

社員一人ひとりの持つ個性を生かした能力開発を積極的に支援するために、各種教育・研修制度を充実させていま

す。新入社員から中堅社員、幹部社員に至るまでの階層別研修、職能や課題別の教育などに加え、社員の自発的

な能力開発を促す資格取得奨励制度や、通信教育の費用援助といった施策を実施しています。 



顔の見えるコミュニケーションの促進 

事業のグローバル化に伴い、世界各国のお客様、海外現地法

人および当社の営業・技術・開発部門の更なる迅速な意思決

定の必要性が高まっています。しかし、本社では遠隔地とのコミ

ュニケーションには欠かすことのできないTV会議端末の絶対数

が少ない、機能・品質が低い、端末を操作できる人が少ない、

各拠点のTV会議システムがバラバラなど、さまざまな課題を抱

えていました。 
そこで2008年度の本社社屋の建て替えに当たり、競争力のあ

る職場づくりを目標に掲げ、「コミュニケーション」と「スピード」をキ

ーワードに、TV会議システム改革を行いました。全世界40拠

点との同時接続や音声・画質の向上、並びに資料情報や画

像をスムーズに送受信できる環境を整備したことで、誰でも簡単にTV会議の予約・操作ができるようになり、利用者も増

えています。また、必要な時にすぐにTV会議を開催し、顔の見える双方向のコミュニケーションを行うことで、情報の共有

化、意思決定の迅速化が図られています。 
今後も顔の見えるコミュニケーションを大切にしながら、生産性向上に努めていきます。 

  

場所を選ばないモバイル型テレビ会議システム 

個の尊重 

社員コミュニケーション 

環境変化のスピードが速い現代において、社員同士がいつでもリアルタイムで情報交換・共有が行えるような職場づくり

や、各種ツールは欠かせません。また、事業をグローバルに展開するにあたり、世界各地で働く社員が互いの文化や習慣

を理解し、尊重しながら「一つのアルプス」を感じてもらうことも大切だと考えています。これらを実現し、より社員同士の一

体感を醸成するために、各種交流イベントや情報の交換・共有ツール整備に取り組んでいます。 

 



コミュニケーションツールの充実 

アルプスグループでは、グループを横断したコミュニケーションツー

ルとしてグループ報「～Feel One Spirit～アルプス」を2007年4
月より展開しています。 
従来、アルプス電気・アルパインの社内情報を中心とした社内

報を発行、社員間のコミュニケーションツールとしてきました。しか

し、グループの拡大にともない、より一層のグループとしての一体

感醸成が必要と考え、アルプス電気、アルパイン、アルプス物流

の基幹3社が中心となり、各グループ会社の情報を掲載していく

グループ報として発展させています。社員による社員のための手

作りの社内報という考えを引き継ぎ、企画、執筆などの制作

は、各グループ社員の手によって行われています。 
他にも、経営情報の伝達を中心とした社内報「社報」をアルプ

ス電気全社員に配布。また、グローバルには、アルプス電気の

海外現地法人向けの情報共有ツールとして、英語版社内報

「アルプス・グローブ」を発行しています。これは1991年に紙媒体

としてスタートし、1999年に電子媒体化を図りました。ここでは、

日本の「社報」に掲載された記事の中から、グローバルに共有す

べき経営情報や、グループ報掲載のトピックスも抜粋して掲載し

ています。  

  

「アルプス・グローブ」 

グループ報「アルプス」 

  



労働安全衛生 

当社では、安全で健康に働ける職場環境が「働きがい」のある職場の基本であると考えています。そして、社員を始め同

じ場所で働く方々の安全・衛生・健康面の管理を企業経営の一部として行っています。 
具体的な取り組みとしては、安全で快適な職場環境の形成に向けて、職場パトロールの実施による危険箇所の改善、

緊急時の応急処置方法などの教育、実技訓練による社員の知識向上などがあります。 
また交通事故の予防対策としては、地元警察署からのご協力を頂いて交通安全講習会を実施しています。事故防止

や安全運転の徹底に努めるよう、社員への呼びかけを行っています。 
近年注目されているメンタルヘルスの問題については、産業医、看護師、産業カウンセラーなどの健康管理スタッフによる

予防施策の推進を行っています。社員からの相談には随時応じるなど、働きやすい環境を整備し、職務遂行のためのサ

ポート体制の充実に取り組んでいます。 
  

メンタルヘルス研修の実施 

社員や管理職を対象に、「心の健康づくり」のための取り組みと

して、メンタルヘルス研修を実施しています。また2004年度から

は、各事業所で「精神衛生面も考慮した働きやすい環境づく

り」として、全社員が利用できる相談室を開設。希望者は、決

まった曜日に来室するカウンセラーから、カウンセリングが受けら

れます。 
2007年度からは、メンタルヘルスの不調により休職した社員の

復職支援制度を改め、「職場復帰プログラム」がスタートしてい

ます。復職直後の社員は大きなストレスを感じるため慎重な対

応が必要であり、本プログラムでは社員ごとの事情に応じた支

援を前提に、就業時間や担当業務、定期フォローのあり方な

ど、ガイドラインをまとめています。 

  

本社で実施した専任カウンセラーによる 
メンタルヘルス研修に、2日間で約200名の社員が参加 

個の尊重 

安全で健康に働ける職場づくり 

社員一人ひとりの情熱を引き出すとともに、それぞれが能力を発揮していきいきと働くことができるよう、心身ともに安全で

健康に働ける各種制度や職場づくりを目指しています。 

 



AED設置による職場安全の確保 

アルプス電気の国内拠点では、救命活動に備え、AED（自動

体外式除細動器）の設置を順次行っています。 
AEDは初めての人でも使える、とても効果のある医療機器です

が、AEDだけでは限界があります。人が倒れたときなどは、なか

なか冷静に動けないものであり、日ごろの訓練とAEDに関する

基礎知識を身に付けることが重要です。 
当社では、安全衛生活動の一環として、AEDの操作訓練講

習会を継続的に開催し、AEDの使い方だけではなく119番への

通報や心臓マッサージ（胸骨圧迫）なども含め、救命救急の方

法を体験学習できる機会を社員へ提供しています。 
今後もこれらの活動を通じて、一人でも多くの社員がAEDを操

作できるように育成するとともに、AED機器の増設を行い、社員が安心・安全に働ける職場づくりに取り組んでいきます。

  

  

職場での「万が一の事態」へ備えるため、ハード（AED設備）とソフト（操作者）、両方

の視点で充実を図り、社員並びに来訪される皆様の更なる安心、安全の確保に努め

ていきます。 

  

アルプス・ビジネスクリエーション

人事サポート部 

藤木 一厚 

職場の近くに設置されており、万が一にもすぐ対応 

交通安全運動 

社員への交通安全啓発活動としてアルプス電気本社では

2009年9月に「交通安全運動」を実施しました。 
本社付近の道路で時折見られる横断歩道を斜めに渡る危険

行為を僕減するため、朝の通勤時間帯に本社の安全衛生委

員が信号付近に立ち、社員に対して注意喚起を行いました。 
また、営業活動などで普段車を運転する機会が多い社員や、

当社の公認運転免許を取得している社員合計323人に、自

動車の運転に関するアンケートを実施しました。後日、回答者

に個人の運転特徴が診断された「診断書」が渡されました。 
結果を見た社員からは「心当たりが多くてびっくりしました」などの

コメントもあり、一人ひとりに自分の注意すべき項目を振り返っ

てもらう良い機会となりました。  

  

運転診断アンケートを実施 

 



個人の健康増進への啓発 

アルプス電気では、社員の健康維持増進を図るために、栄養

士による健康講話や、日常生活の中で簡単に実践できる運動講座などを積極的に開催しています。近年では、社員

が半年間実施する健康維持活動を自ら決め、自己申告する取り組みを開始。達成度合いに応じて、ささやかな賞品も

用意するなど、会社の指導だけでなく、より自発的な活動を促しています。 
「メタボリックシンドローム」の認知度が高まるにつれ、社員の健康増進に対する意識も高まっており、今後も社員一人ひ

とりの健康な生活への支援に取り組んでいきます。 
  

日常生活で簡単に実践できる運動講座を開催 

ダイバーシティー（多様性）のある職場づくり

アルプス電気では、国籍や言語、文化習慣、性別などの異な

る多様な人材が持てる力を十分に発揮し、いきいきと活躍でき

る職場を作ることが、企業を強くすると考えています。 
外国籍の新卒者を海外で採用する制度や日本勤務制度、短

時間勤務制度など各種制度を整備するとともに、働く環境のイ

ンフラ整備にも取り組んでいます。 
新本社社屋では、バリアフリー化、障がい者用トイレや手すり、

搾乳室を設置しました。また、ユニバーサルデザインの家具什器

を導入するなど、社員の多様性を尊重し、より快適に勤務でき

るインフラを整備しました。 
今後も、各種制度とインフラの両面からダイバーシティー推進に

取り組み、多様な人材の自己実現により、生産性向上及び競争優位性の確立を目指していきます。 
  

障がい者用トイレ 

ワーク・ライフバランス

少子高齢化の時代において、多様な人材活用はますます重要な経営課題となっていきます。これを促進するため、仕

事と子育ての両立が実現できる雇用・就労環境を整備しています。すべての社員がその能力を十分に発揮することで自

己実現できる環境を整備し、企業価値の最大化、従業員満足度の向上を目指します。 
  

 



育児・介護休暇制度 

次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境

整備を進めるために、当社では「次世代育成支援対策推進

法」の施行に合わせて、2005年4月に「仕事と子育ての両立が

実現できる雇用・就労環境の整備」を趣旨とした一般事業主

行動計画を策定しました。短時間勤務制度の適用期間拡大

や、育児を事由とした休暇を導入するなど、社員が子育てと仕

事を両立しやすい職場環境の向上に努めるものです。またこれ

らの各種休暇制度を含めた、ワークライフバランスに関する社内

外の諸制度を社員に周知する措置として、社内情報WEBサ

イトを作成し社員に公開しています。 

  

「次世代育成支援ホームページ」のトップ画面。 
メニューから各制度の詳しい紹介ページへ進める 

障がい者雇用の促進 

アルプス電気では、健常者と障がい者がともに同じ職場で働き、互いに認め合うことを重視し、2006年度から、全社で

「障害者雇用促進法」に基づいた雇用率目標値を設定しています。2009年度の当社雇用率実績は1.70％でしたが、

2010年度は目標値を2.0％に設定し、法定雇用1.8％を上回る取り組みを進めています。今後も雇用率を高めると同

時に、障がい者が能力を存分に発揮できる職場環境の整備を続けます。 

  

  



事業活動とCSR活動を一体化 

アルプス電気では、「CSRは経営そのもの」であり、事業活動とCSR活動を一体化して進めることが重要であると考えて

います。 
2006年をCSR元年と位置づけ、代表取締役社長の直轄組織としてCSR委員会を設置し、グローバルならびにグルー

プのCSR推進体制の基盤を構築してまいりました。 
昨年4月の事業構造改革に伴う組織変更により、CSR部を設置すると同時に、CSR委員会を発展的に解消させ、定

常組織にてCSR推進を行う体制へ変更しました。 
新体制の下、本年4月よりスタートする「第2次CSR中期方針」に則り、CSR部が主管となり、関連部門との連携を強

化し、事業活動とCSR活動の更なる一体化を実践してまいります。  

 

 
 
  

  

CSRマネジメント 



 

CSRマネジメント

2009年度CSR活動総括

アルプス電気では、2006年をCSR元年と位置づけ、「第1次CSR中期計画(2006～2008年度)」を策定し、グロー

バルならびにグループのCSR推進体制の基盤を構築してまいりました。2009年度より第2次CSR中期計画

(2009～2011年度)をスタートする予定でしたが、金融経済危機による経営環境の急激な悪化を受け、中期計画

の策定を延期と致しました。

これにより、「2009年度CSR短期計画」として単年度の計画を策定し、CSR活動に取り組みました。

2010年度に、「第2次CSR中期計画(2010～2012年度)を策定し、さらにCSR活動を推進して行きます

2009年度CSR活動方針

～経営環境に合わせた効率的・効果的なCSR活動を追求する～

1.グループCSRマネジメントの強化(PDCA、国内関係会社への展開)

2.電子部品業界のCSR行動規範・基準(JEITA/EICC)に準拠することに努める。(継続)

活動結果

経営環境に合わせ、重要事項に絞り、CSR活動を推進。

1.経営構造改革による組織変更に伴い、新体制下でのCSR推進体制を再整備。

　　・新型インフルエンザへの対応において、国内関係会社を含むグループ・グローバルの連携体制を整備。

　　・危機管理の際の対応施策他、更なる充実を図る必要あり。

2.エレクトロニクス業界に加え、自動車業界のCSR行動規範策定ならびにISO26000(SR規格)の発効を見据え、

　　当社主要サプライヤーへCSR調達展開を図る旨の方針転換を決定。2010年度事業方針説明会に向けて

　　展開準備。顧客からのCSR要請に関する窓口機能を営業部門へ移管し、即応体制を整備。

自己評価 :達成 :一部未達成 :未達成

 

2009年度CSR重点テーマ

1.地球温暖化への対応と環境保全

　　第6次環境保全計画の達成、社員個人としての省エネ活動推進

2.リスクマネジメントBCM体制の構築(危機管理マニュアルの見直し、BCP策定)

3.CSR教育、啓発の内容充実

活動結果

1.第6次環境保全計画を一部改定の上、国内外各拠点は達成に向け活動実施。

　　2009年度は一部の項目を除き、ほぼ計画達成。

　　環境家計簿、環境ニュース発行等の啓発により、社員個人の省エネ活動を促進。

2.新型インフルエンザの流行に伴い、グループ対応方針を決定。

　　国内外拠点別に新型インフルエンザのBCPを策定。

　　現在、危機管理規定およびマニュアルの改定作業中。

3.階層別研修(新入社員、新任課長、海外赴任前)において、環境、ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ等項目別に個別実施していたものを

　　CSR概論として集約する等の改善を図った。

　　TV会議システムを活用し、ローカル社員含めた国内外営業部門へのCSR調達勉強会を新たに実施。

自己評価 :達成 :一部未達成 :未達成
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